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技術本部

SEC ソフトウェア・エンジニアリング・センター
(WS-P31-1 顧客ニーズ抽出)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
顧客のニーズを抽出する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○顧客要求が明確になる。
○想定しない仕様変更の発生が少なくなる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○顧客の期待やニーズ、要求の入手と記録・顧客へのインタビュー、定例会議、情報共有等
により、顧客の期待やニーズ、要求を把握し、記録する。
・入手した要求ごとに番号等の識別子を付与し、要求項目と要求概要をまとめた要求一覧
表を作成する。
○顧客要求の明確化（顧客の期待やニーズの分析）
・顧客の断片的な期待、ニーズ、要求情報を分析し、顧客要求全体を網羅的に明確化する。
・入手した期待、ニーズ、要求情報の過不足、曖昧さ等は問い合わせ票にて顧客に確認し、
顧客要求を確定させる。
○顧客要求のとりまとめと確認
・明確化した顧客要求を要求一覧表にとりまとめ、顧客と共に顧客要求として過不足、不
整合がないかを確認する。
・顧客や関係部門とレビューイベントを開催し、結果をとりまとめた要求一覧表を確定させ、
顧客の合意をもらう。
３．現実には実現することが難しい点
○顧客から要求を抽出するための決定的な手法は確立されておらず、人対人のコミュニケー
ションを重視した対応を行う。また、顧客がすべての要求を漏れなく提示するのは難しい
ため、顧客から要求を得るのではなく、積極的に“引き出す”対応が必要である。さらに、
はじめからすべてのことを明確化するのは困難であるため、段階的に引き出し、詳細化し
ていくことが求められる。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○顧客の期待やニーズ、要求が曖昧、過不足あり、不整合な状態のまま開発を進めることで、
開発中に仕様変更（追加要求、変更要求）が多発する。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○顧客ニーズ、要求を明確化する上でのキーマンを明確化する。
○基本的な確認事項を明確にした質問票等を活用して顧客の期待やニーズ、要求を把握する。
・システム化の目的（達成したい事項）、解決したい問題点
・システムの利害関係者を含めた利用状況
・制約条件（期間・コスト・品質レベル、など）
・関係する法規制
○顧客の期待、ニーズ、要求事項の確定、変更管理方法を明確化し、顧客と合意する。
・顧客を含めた関係者によるミーティングを定例化する。
・把握した顧客の期待、ニーズ、要求は文書化し、顧客を含めた関係者でレビューを行う。
　レビューを通じて、抽象的な内容は具体化し、矛盾する内容は解消する。
・変更要求はその重要度や影響度等を評価後に双方協議して実施判断する。
○確定した顧客要求にはベースラインを設定し、以降は変更管理を行う。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○営業担当等が構築したペルソナ（典型的な利用者像）からタスクシナリオ・運用シナリオを構
築してニーズ、要求の内容とその満足レベルを把握する。
○プロトタイプ（ペーパープロトタイプを含む）等により明示されたニーズや要求だけでは
なく、暗黙のニーズ、要求を引き出す。
○ QFD（品質機能展開）により、顧客の期待やニーズを該当するソフトウェア品質特性に位
置づけ、顧客と共にレビューを行う。
○他の対応方法：ブレーンストーミング/ 市場調査/ 顧客満足度調査/ ベータテスト/ 事業
事例分析
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P31-2( 顧客ニーズ変化獲得）
・WS-TM-1( 一貫性確保)
・WS-JRev-1( 共同レビュー)
・WS-PP-01( 規模の見積り)
・SPEAK-IPA：P.3.1 要求事項抽出
・CMMI® Ver1.2:：要件開発 (RD)
・共通フレーム2007：1.4 企画プロセス、1.5 要件定義
７．ふり返り等で参考となる文献等
・ソフトウェア要求：日経BP 社　Karl.E.Wiegers ( 著)、渡部 洋子 ( 翻訳)
・ライト、ついてますか：ドナルド・C・ゴース、G.M. ワインバーグ著 木村 泉訳 共立出版
(WS-P31-2 顧客ニーズ変化獲得)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
顧客のニーズの変化を確実に取り入れる仕組みを確立する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○顧客の期待やニーズ、要求の変化に的確に対応できる。
○顧客要求の状況や変化について関係者の認識を共有できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○顧客のニーズの継続監視
・顧客との共同レビュー、定例会議、情報共有（要求一覧表を含める）等により、ニーズ
の変化を把握する。
○変更要求の記録と管理台帳による管理
・顧客やハードウェア部門など外部から仕様や設計などの変更要求が発生した場合、内容
を確認し、変更要求票・管理台帳に記入する。
○変更による影響分析・評価
・変更要求に対する関連成果物（仕様・設計内容）や作業への影響を詳細に分析評価する。
○変更実施判定
・プロジェクトの状況や変更の影響度、重要度を考慮して変更の実施（あるいは保留・却下等）
を判断する。
○要求一覧表の更新
→このあと“変更計画立案と実施”は「プロジェクト管理」にて行う。
３．現実には実現することが難しい点
○顧客のニーズを獲得する仕組みや要件を管理する活動はプロジェクト開始時に実施するこ
とが多いが、開発ライフサイクル全般にわたり変化を捉えながら実施・保守し続けること
がおろそかになる場合が多い。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○プロジェクトの進行過程で発生する変更要求に適切に対応できない。
　その結果、要求～設計～実装の一貫性が維持できない、品質悪化、手戻りの発生、納期遅延、
コスト超過、顧客不満足などの不具合事象が発生する。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○当初設定し、顧客を含めた関係者で合意した顧客の期待、ニーズ、要求の明確化方法と変
更管理方法に従い、開発期間全般にわたりニーズの全体状況と変化を確実に捉える。
・顧客との定期的な打ち合わせの実施
・重要な成果物のレビューに顧客側担当者を加える。
・要求を変更する場合は、あらかじめ定めた手続きに沿って対応する。
・要件管理や課題管理の情報(Excel など) を顧客側と共有する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○変更要求に基づき、当初構築したタスクシナリオ・運用シナリオを変更し、影響度を把握
する。
○変更要求に基づき、当初構築したQFD（品質機能展開）を変更し、影響度を把握する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P31-1( 顧客ニーズ抽出)
・WS-TM-1( 一貫性確保)
・SPEAK-IPA：P.3.1 要求事項抽出
・CMMI® Ver1.2：要件管理 (REQM)
・共通フレーム2007：1.3 契約の変更管理
・ESPR1 2.0：SUP7 変更管理
７．ふり返り等で参考となる文献等
(WS-P32-1 システム要件のまとめ)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
顧客要求からシステム要件にまとめ直す。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○顧客要求が明確になっている。
○顧客要求が実現可能になっている。
○システムの要求及び要件が整理されている。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
〇入手した顧客要求の内容を確認する。
〇顧客要求以外の要求（たとえば内部関係部門からの要求や法規、業界基準など）を引き出す。
〇機能要求以外の非機能要求（性能や保守性、セキュリティなど）を引き出す。
〇入手した顧客要求と新たに引き出された要求を合わせる( 一覧表）
〇要求を具体的な仕様に変換し、システムで実現できる要件としてまとめる。
〇要件を実現する開発手法やツールを明確にする。
３．現実には実現することが難しい点
〇顧客と開発側でお互いに要求を共有できない。
〇顧客から一方的に要求が出される。
〇非機能要件（性能や運用効率、使用容易性、信頼性、セキュリティなど）が十分に定義さ
れていない。
〇分析の決まった方法論が少なく、経験に頼る場合が多い。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
〇非機能要件が明確に定義されていないため、保守性を考慮した設計になっていない。
〇顧客要求がシステム要件に変換されていないため、実装のもれが発生している。
〇システム要件に矛盾があるため、顧客のニーズを実現できない。
〇システムの分析時に顧客要求の曖昧性が露呈する。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○顧客以外からの要求を引き出す。
・顧客からの要求だけでなく、他部門( たとえばハードウェア部門や営業など）からの要求
を引き出す。
・システムの性能やシステムからの制約、再利用性、保守性の観点からも要求を引き出す。
○顧客要求は一般的に顧客の用語で記載されていることが多く、それらをシステムで実現で
きるように技術的な用語に変換する。
・要求ごとに具体的に仕様化した要件定義書を作成する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○要求管理ツールを導入する。
・要求を一元的に管理するため、商用の要求管理ツールを導入する。
・入力された要求と関連する他の作業成果物の情報も入力すると、それらの一貫性を保つ
ことができる。
○非機能要求を確実に引き出す。
・品質特性（JIS X 0129）を活用して、非機能要求を明確にする。
○顧客のニーズを実現し、加えて、新たな（代替案も含めて）提案を行う。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P31-1( 顧客ニーズ抽出)
・WS-P32-2( システム要件レビュー)
・WS-Test-2( 回帰テスト戦略)
・WS-PP-01( 規模の見積り)
・SPEAK-IPA：P.3.2 要求分析
・CMMI® Ver1.2：要件管理、要件開発、技術解(TS)
・共通フレーム2007：1.6.2 システム要件定義
・ESPR 2.0：SYP1 システム要求定義
７．ふり返り等で参考となる文献等
(WS-P32-2 システム要件レビュー)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
システム要件の適切性を確認する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○ビジネスの視点( 新規性、事業性）から見てシステム要件が適切であることを確認できる。
○システムの前提（動作環境や動作条件、コンテキスト、対象ユーザ）とシステム要件に矛
盾がないことを確認できる。
○顧客とシステム化のベースラインを合意して、利害関係者の契約の基本文書を構築できる。
○抽出された顧客要求と定義されたシステム要件の一貫性を確認でき、かつシステム要件が
テストで検証可能であることが確認できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
〇システム要件に矛盾がない（正確性）ことを確認する。
〇システム要件がテストで検証可能であること（テスト計画性）を分析する。
〇運用シナリオを作成し、システム要件が運用環境に与える影響を検討する。
〇システム要件の適切性を確認するために実施した活動および作業成果物について、関係者
とレビューを行う。
〇適切性が確認されたシステム要件を承認する。
〇顧客や関係者から入手した顧客要求、確立したシステム要件、システムテストシナリオの
一貫性を確認しベースライン化する。
３．現実には実現することが難しい点
〇システム要件の適切性を評価する基準を作成するのは難しい。
〇システムの非機能要件（性能、セキュリティ、品質など）はまだ明確になっておらず、確
認を忘れがちである。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
〇予測できない要求や技術的課題などのリスクが開発中に起きる。
〇システムで実現すべき機能/ 非機能面などの要求事項を関係者に周知することができない。
〇システム要件をレビューやテストで、活用することができない。
〇未決定事項を明確に確認できない。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○要求の適切性や妥当性を確認するために、運用環境や利用のシナリオなどを明確にして、
プロトタイプ、シミュレーションモデル、シナリオ、絵コンテなどを利用し、顧客などの
利害関係者と合意を得る。
○システム要件事項の適切性の確認に、顧客をはじめとする利害関係者を参加させて、その
結果に承認をもらう。
○要件定義時に定義した要件がテスト可能かどうかを検証するため、システムテスト設計を
行う。テストができない要件は利害関係者と調整し、要求を見直す。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○一貫性を確認するためには、トレーサビリティマトリクスの機能を提供する商用のツール
を利用する。
○未決定事項を明確にするため、利害関係者のニーズおよび制約として、費用、スケジュール、
性能、機能性/ 非機能性、再利用可能な構成要素、保守性、またはリスクを話題として取
り上げる。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P31-1( 顧客ニーズ抽出)
・WS-P32-1( システム要件のまとめ)
・WS-TM-1( 一貫性確保)
・WS-S4-2( 成果物レビューとテスト)
・WS-S5-2( 妥当性確認実施)
・SPEAK-IPA：P.3.2 システム要求分析
・CMMI® Ver1.2：要件管理、要件開発、技術解
・共通フレーム2007：1.6.2 システム要件定義
・ESPR 2.0：SYP1 システム要求定義
７．ふり返り等で参考となる文献等
・プロセス改善ナビゲーションガイド　～ベストプラクティス編～：ソフトウェア・エンジ
ニアリング・センター
(WS-P33-1 システムアーキテクチャ設計)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
システム要件を満たすシステムアーキテクチャ設計を実施する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○システムの最上位レベルでのシステムアーキテクチャが確立され、ハードウェア、ソフト
ウェア、および内部・外部インターフェースなどのシステムの要素が識別される。
○システム要求は、いずれかのシステムの要素にすべて配分される。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○システムアーキテクチャ設計は、システムの主要要素を特定し、それらがシステム要求分
析で定められた要求事項を満たすように定義する。
○その際に、システムの要求事項の機能要件および非機能要求を考慮する。
○システム要求事項をシステムの主要要素に割り付ける( ソフト/ ハードの切り分けを含む）。
○主要なシステム構成要素のインターフェースを定義する。
○ユーザインターフェース、入出力仕様を定義する。
○システム要求、システムアーキテクチャ設計、およびそれらの関係がベースライン化され、
すべての影響を受ける関係者に対して連絡される。
３．現実には実現することが難しい点
○システムアーキテクチャ設計は、アーキテクチャの選択と適用のために必要な要件（アー
キテクチャ設計時に考慮する機能要件/ 非機能要件）と制約（品質、納期、コスト、安全性、
ユーザビリティ）など多面に渡り、すべてを文書化あるいは見える化できない。
○顧客要求を完全に引き出すことは困難であるため、システム要求を満たすシステムアーキ
テクチャのすべての構成要素を詳細に配分することは難しい。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○システム要求事項が下記の点などで実現可能であるか保証できない。
・機能要件と非機能要件
・動作環境などシステム全体の振る舞い
・品質・コスト・納期
・信頼性・安全性、再利用性・拡張性
○ユーザインターフェースが不完全となる。
○システムアーキテクチャ設計書、資料などを整理・体系化し、文書化できないため、構成管理・
レビューなどの管理的側面の作業ができない。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○システムアーキテクチャ設計の結果、下記のような資料を作成し、顧客の機能要求が反映
されていることを確認する。
・機能ブロック図、データフロー図、機能階層図
・システム間インターフェース仕様書、ユーザインターフェース仕様書、入出力仕様書
・システム構成図（ネットワーク、ハードウェア/ ソフトウェア等）
○適切なタイミングでアーキテクチャ設計を凍結し、構成管理表にバージョン名を明記して
記載し、ベースライン化する。
○システムの非機能要件に関する、性能見積り表、信頼性見積り表、セキュリティ設計書な
どに具体的な数値を明記し、関係者に確認する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○設計を評価するため、プロトタイプを作成し評価・改善する。
○顧客要求に対応する、システム要求の割当て表を作成し、すべてのシステム要求がシステ
ムの要素に配分されていることを確認する。
○ QFD( 品質機能展開）法などを用いて、要求事項から設計項目への展開を系統的に実施する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P32-2( システム要件レビュー)
・WS-P33-2( システムアーキテクチャ設計レビュー)
・SPEAK-IPA：P.3.3 システムアーキテクチャ設計
・CMMI® Ver1.2：技術解
・共通フレーム2007：1.6.3 システム方式設計
・ESPR 2.0：SYP2 システム・アーキテクチャ設計
７．ふり返り等で参考となる文献等
(WS-P33-2 システムアーキテクチャ設計レビュー)　　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
システムアーキテクチャ設計の適切性を確認する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○システムアーキテクチャ設計が、システム要求分析で定義した項目を満足していることを
追跡できる（トレーサビリティの確認）。
○システムアーキテクチャ設計の実施した活動と成果物の実現可能性について、関係者とレ
ビューし、合意できるようになる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○システム要求分析で定義したベースラインとシステムアーキテクチャ設計の間の一貫性を
確認する。
○それについて、追跡可能な状態にする。
○システムアーキテクチャ設計の生産物について関係者とレビューを行う。
３．現実には実現することが難しい点
○規模の大きなプロジェクトでは、トレーサビリティマトリクスの作成は手動では困難であ
る。また、市販されているプロジェクト管理ツール（特に要件管理や構成管理ツール）では、
現在においても自動化の範囲が限られている。
○要求管理ツールには、要求タイプ間のトレーサビリティ関係や要求に変更が入った際に記
号が表示されるものがあるが、疑いのあるケースが表示されるだけで、要求が自動的に更
新されるわけではない。したがって、システムアーキテクチャ設計がシステム要求分析で
定義した項目を満足していることは、手作業での追跡が必要となる。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○次のような内容が関係者間で十分に合意できず、開発後半で大きな問題が発生する。
・顧客要求の確認とシステム要求の適切性および実現可能性
・システムアーキテクチャ設計を評価する基準
・開発側が利用する設計技法および設計実現に関わるスキル・環境の存在
・システム要求とシステムアーキテクチャ設計のベースラインの内容およびベースライン
確定の時期
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○関係者とのレビューで、以下の点を明示して、システムアーキテクチャ設計の適切性を合
意する。
・システム要求事項との合致性、実現性
・システム要求事項の解釈の曖昧性の排除
○システムアーキテクチャ設計が適切であることを確認するため、システム要求の割当て表
やトレーサビリティマトリクスを利用する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○システムアーキテクチャ設計の実現可能性、妥当性、システム要件との適合性などをレ
ビューする。
○アーキテクチャ設計でQFD 等を利用した場合、QFD 等のチャートについても関係者間レ
ビューを行う。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P32-2( システム要件レビュー)
・WS-P33-1( システムアーキテクチャ設計)
・WS-TM-1( 一貫性確保)
・WS-S4-2( 成果物レビューとテスト)
・WS-S5-2( 妥当性確認実施)
・SPEAK-IPA：P.3.3 システムアーキテクチャ設計
・CMMI® Ver1.2：技術解
・共通フレーム2007：1.6.3 システム方式設計
・ESPR 2.0：SYP2 システム・アーキテクチャ設計
７．ふり返り等で参考となる文献等
・非機能要求仕様定義ガイドライン：日本情報システム・ユーザー協会（JUAS） 2008 年
(WS-P34-1 SW 要件定義)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
システム要件からソフトウェア要件にまとめ直す。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○ソフトウェア要求として開発者側の視点で明確に定義し直すことができ、ソフトウェアに
割り当てられた要求の曖昧さや矛盾が無くなる。
○ソフトウェア要求の実装の優先順位が明確になり、プロジェクトの見積りが具体的でより
厳密になる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○ソフトウェアに割り当てられた要求を確認する。
・ソフトウェアに対する要求に不足分や曖昧な点を洗い出す。
○ソフトウェアの特性に合った適切な開発方法論を採用する。
○ソフトウェア要求の複雑度や難易度、機能間の依存性を考慮し、実装の優先順位を付ける。
３．現実には実現することが難しい点
○ソフトウェア要求の分析や定義の重要性を認識していても、十分な期間と工数が投入され
ない。
○ソフトウェア要求は、ソフトウェアによって実現する機能に加え、ハードウェアからの要求、
制約事項、およびユーザインターフェースなども含めるため、エンドユーザにとって理解
しにくい手法で表現され、顧客要求の妥当性の検証が難しい。
○ソフトウェア要求の表現手法としては、自然言語による曖昧な表現から統一モデリング言
語（UML）も記述言語として有効であるが、まだ普及していない。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○曖昧なまま開発を進めることによって、開発終盤に仕様変更や手戻りが起こる。
　※ソフトウェアとして割り当てられた機能要件の分析だけに着目し、非機能要件に対し適
切な見直しをしないと、開発終盤に仕様変更や手戻りが起こる。
　（例）信頼性要求、使用性要求、効率性要求、保守性要求、移植性要求
○ソフトウェア要求をまとめないで実装にとりかかると、上流の成果物との一貫性が失われ
る可能性が高まる。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○割り当てられたソフトウェア要求が顧客要求やシステムアーキテクチャに合致しているこ
とを確認する。
○ UML、DFD、E-R 図、デシジョンテーブルなど適切なデータモデリング技法を決定する。
○非機能要求がソフトウェア要求に反映していることを確認する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○ JIS X 0129 などを参照して非機能要件に関する目標基準を定義する。
・性能
・安全性
・セキュリティ
・人間工学的仕様（人間と設備の相互作用など）
・アクセシビリティ
・運用や保守についての要求
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P33-2( システムアーキテクチャ設計レビュー)
・WS-P34-2(SW 要件レビュー)
・WS-TM-1( 一貫性確保)
・SPEAK-IPA：P.3.4 ソフトウェア要求分析
・CMMI® Ver1.2：技術解
・共通フレーム2007：1.6.4 ソフトウェア要件定義
・ESPR 2.0：SWP1 ソフトウェア要求定義
７．ふり返り等で参考となる文献等
・要求仕様の探検学：D.C. ゴーズ、G.M. ワインバーグ 共立出版 1993 年
・ソフトウェアの仕様化と設計　日科技連ソフトウェア品質管理シリーズ 第２巻：花田 収悦
他 日科技連 1986 年
(WS-P34-2 SW 要件レビュー)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
ソフトウェア要件の適切性を確認する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○ソフトウェア要求が適切であることを確認できる。
○システムアーキテクチャ設計に対する妥当性、一貫性、完全性およびソフトウェアテスト
に対する実現可能性を確認できる。
○ソフトウェア要求の変更が、コスト、スケジュール、および技術的影響について評価されて、
採否が合議され、ベースラインに記録される。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○ソフトウェア要求に、矛盾や抜け漏れがないことを確認する。
・レビューで対象となるソフトウェア要求を特定する。
・エンドユーザ、運用・保守に関わる責任者を含め、レビューに参加する関係者を特定する。
・ソフトウェア要求分析の活動と作業成果物について関係者とレビューを行う。
○ソフトウェア要求が運用環境に与える影響を検討する。
○ソフトウェア要求が、テストで検証可能であることを確認する。
○一貫性の確認を行い、ベースライン化する。
３．現実には実現することが難しい点
○ソフトウェア要求のレビューには画面、操作方法、帳票、環境への影響など、ユーザインター
フェースの適切性が含まれるが、エンドユーザがレビューに参加しないことがある。
○トレーサビリティマトリクスや機能の割当て表を完璧に作成するのは困難な場合が多く、
追跡可能性の検証は難しい。特にソフトウェア要求の変更において、変更の影響分析、採
否判断、ベースライン管理の役割と責任が不明確で個人に依存してしまう。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○システム要求に合致せず、また品質要求を考慮していないソフトウェア要求を関係者に配
布してしまい、開発後半において大きな問題を起こしてしまう。
○保有していない技術を使ったソフトウェア要求を作成し、ソフトウェア設計やコード作成
ができなくなり、開発スケジュールが守れなくなる。
○システムアーキテクチャ設計とソフトウェア要求との一貫性が確保できず、変更要求の際、
影響範囲の特定ができなくなる。
○ソフトウェア要求に矛盾を残したまま次フェーズに進み、結果的に手戻り作業が増えてし
まう。
○過剰な要求が含まれているとコスト超過や生産性の低下を招く。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○システムアーキテクチャ設計との一貫性や追跡可能性などの項目を含めたチェックリスト
を準備し、ソフトウェア要求の適切性をレビューする。
○ソフトウェア要求の適切性レビューには、システムアーキテクチャの設計者、ソフトウェ
アの設計者、エンドユーザ、その他必要な関係者を加える。
○ソフトウェア要求に優先順位( 複雑度、重要度、依存関係など) を付けてレビューする。
○開発予算やスケジュールに合わないソフトウェア要求が分かった時は、プロジェクトの範
囲やリリース時期の変更を交渉する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○要求変更は、変更内容の大小にかかわらず、変更管理の仕組みに従って実施する。
○過去の要求変更の履歴を分析して、非機能要件など変更されやすい要求を特定し、変更の
影響をあらかじめ想定する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P33-2( システムアーキテクチャ設計レビュー)
・WS-P34-1(SW 要件定義)
・WS-S4-2( 成果物レビューとテスト)
・WS-S5-2( 妥当性確認実施)
・SPEAK-IPA：P.3.4 ソフトウェア要求分析
・CMMI® ver1.2：技術解
・共通フレーム2007：1.6.4 ソフトウェア要件定義
・ESPR 2.0：SWP1 ソフトウェア要求定義
７．ふり返り等で参考となる文献等
・ソフトウェア要求仕様に対する推奨プラクティス：IEEE Std 830-1998
(WS-P35-1 SW 設計)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
ソフトウェア要件を満たすソフトウェア設計を実施する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○ソフトウェア要素とその振る舞いおよび機能ユニット間のインターフェースが定義され、
設計結果をソフトウェア設計のノウハウとして、再利用できる。
○ソフトウェア要求を満たすソフトウェアアーキテクチャが設計され、ベースライン化され
る。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○ソフトウェア要求に記述された設計条件の確認
○ソフトウェア構成の設計
・コンポーネント（機能ブロック）を検討し、整理する。
・コンポーネントを構成する機能ユニット( 単体) を検討し、整理する。
○データベースの設計
・データベースの論理設計を行う。
○コンポーネント間のインターフェースの設計
・ソフトウェアを構成するコンポーネント間のインターフェースを設計する。
○ソフトウェア設計結果を文書化する。
３．現実には実現することが難しい点
○ソフトウェア設計の重要性を認識していても、適切な期間と工数が投入されず、十分な検討・
設計ができない。
○ソフトウェア設計の文書化が行われていないため、改修や再利用が困難となる。
○機能拡張や再利用を繰り返す中で、ソフトウェア設計への反映が不十分となり、ソフトウェ
ア構造が崩れ、機能拡張や改修が予定どおりできない。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○ソフトウェア設計の目的・達成基準が明確化されずアドホックに行われた結果、必要な分
析が不十分で要求の実装漏れが生じる場合がある。
○納期に追われると、実装を優先させるため、ソフトウェア要求とソフトウェア設計の整合
性やベースラインが軽視され、一貫性のとれていない成果物を作成してしまう場合がある。
○既存ソフトウェアを再利用する派生開発で、ソースコードとソフトウェア設計が一貫して
いないため、変更点の把握が困難になる。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○次のような設計手法を用いる
・OOD（Object Oriented Design：オブジェクト指向設計）
・設計モデリング手法・ UML（Unified Modeling Language：統一モデリング言語）など
・構造化分析設計
○あらかじめ次のようなソフトウェア設計書の項目をテンプレートとして準備しておき、設
計を進める。
（１）概要
（２）システム構成
（３）コンポーネント概要
（４）処理方式( 処理シーケンス/ ユースケースとコンポーネントの対応)
（５）コンポーネント詳細
（６）システムで扱うデータやデータベースの定義
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○シーケンス図、状態遷移図、アクティビティ図、ユースケース図、コンポーネント図を活
用する。
○設計技法を標準化し、設計書を共通化して、再利用する。
○適切なタイミングでソフトウェア設計を凍結し、構成管理表にバージョン名を明記して記
載し、ベースライン化する。
○顧客要求の変更や要求仕様の変更がある場合には、ソフトウェア設計の更新もチェックし
て、一貫性の確保に努める。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P34-2(SW 要件レビュー)
・WS-P35-2(SW 設計レビュー)
・WS-P35-3(SW 詳細設計)
・SPEAK-IPA：P.3.5 ソフトウェア設計
・CMMI® ver1.2：技術解
・共通フレーム2007：1.6.5 ソフトウェア方式設計
・ESPR 2.0：SWP2 ソフトウェア・アーキテクチャ設計
７．ふり返り等で参考となる文献等
・ソフトウェア開発・検証技法：松本 正雄、小山田 正史 電子情報通信学会 1997 年
・初めてのアジャイル開発　スクラム、XP、UP、Evo で学ぶ反復型開発の進め方：クレーグ・
ラーマン 日経BP 社 2004 年
(WS-P35-2 SW 設計レビュー)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
ソフトウェア設計の適切性を確認する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○ソフトウェア設計が、ソフトウェア要求事項で定義した項目を満足しているかを早い段階
で確認することにより、問題を早期に発見し解決することができる。
○ソフトウェア設計の実現可能性、主要な要件、設計課題、および制約を確立できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○ソフトウェア要求とソフトウェア設計とのトレーサビリティが取れているか確認する。
○ソフトウェア設計書の内容が適切であるかどうかを確認する。
○ソフトウェアアーキテクチャ設計書を利害関係者とともにレビューする。
３．現実には実現することが難しい点
○規模の大きなプロジェクトでは、トレーサビリティマトリクスの作成は手動では困難であ
る。
○レビューの重要性を認識していても、期間と工数の制約や利害関係者が集められないなど
により、十分な確認ができない。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○ソフトウェア設計の内容が明確でない、あるいは妥当でない成果物を関係者に配布してし
まい、機能、振る舞い、インターフェースなどの面で問題が発生する。
○ソフトウェアの動作環境が不明確な状態でソフトウェアユニットを実装してしまい、テス
ト、運用、保守がスムーズに実施できなくなる。
○ソフトウェア設計の実施方法の妥当性を関係者で確認できず、ベースライン化できないた
め、品質、費用、納期が守れない。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○ソフトウェア設計の適切性の確認は、以下の設計資料をレビューする。
・ソフトウェア設計書、ソフトウェアアーキテクチャ設計書、コンポーネント設計書、
UML 記述などの高級言語で描かれた状態図、アクティビティ図
○ソフトウェア設計の適切性の確認には、責任の明確化とレビュー時間短縮の観点から、ピ
アレビューを実施する。ピアレビューは、内容がよく分かった者同志が行うため、問題発
見の効率や効果がいっそう上がる。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○システム要求、ソフトウェア要求を満たしていることを、利害関係者と共に次の観点でレ
ビューする。
・ソフトウェア要求の実現可能性と要求の変点/ 制限の明確性
・保守/ セキュリティを含めた実運用への対応性、後工程へのスムーズな移行性
・ハードウェアを含めたプロジェクト計画/ 標準/ 規約の順守
・アーキテクチャ設計中に発生した、他の開発グループにまたがる問題
・設計遅れ、手戻りの発生を避けるべく発生した問題の早期解決方法
○ソフトウェア設計が適切かどうかを決めるため、次のような基準を設定してレビューする。
操作インターフェース標準/ テストシナリオ/ 安全性標準/ 設計制約/ 生産の制約/ 設計
の許容誤差/ ソフトウェアユニット標準
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P34-2(SW 要件レビュー)
・WS-P35-1(SW 設計)
・WS-P35-3(SW 詳細設計)
・WS-TM-1( 一貫性確保)
・WS-S4-2( 成果物レビューとテスト)
・SPEAK-IPA：P.3.5 ソフトウェア設計
・CMMI® ver1.2：技術解
・共通フレーム2007：1.6.5 ソフトウェア方式設計
・ESPR 2.0：SWP2 ソフトウェア・アーキテクチャ設計
７．ふり返り等で参考となる文献等
･ソフトウェア開発・検証技法：松本 正雄、小山田 正史 電子情報通信学会 1997 年
・ソフトウェアの仕様化と設計　日科技連ソフトウェア品質管理シリーズ 第２巻：花田 収悦
他 日科技連 1986 年
(WS-P35-3 SW 詳細設計)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
ソフトウェア設計をもとにソフトウェア詳細設計を実施する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○システムアーキテクチャ設計書とソフトウェア設計書から、処理内容やデータベースを実
装できるレベルまでにソフトウェアユニットを詳細化できる。
○ソフトウェア詳細設計で出力された資料を、整理・体系化して、関係者に周知することで、
ソフトウェア詳細設計書の整合性を確認できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○組み立て、テストすることができるソフトウェアユニット（モジュール）の記述を含む詳
細設計(detailed design) をする。
○ソフトウェアを構成する個々の機能ユニット、プログラムユニットそれぞれの間のインター
フェースを詳細設計する。
○ソフトウェア詳細設計書を作成する。
３．現実には実現することが難しい点
○ソフトウェア詳細設計は、設計者に左右されることが多い。一定の品質を保つには、実装
可能性を検証することが必要となる。
○設計者が入出力定義まで関与し、アルゴリズムやプログラミングはプログラマが担う場合、
プログラマの差による問題発生を少なくする仕組みが不十分である。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○ソフトウェアユニットのデータやインターフェースの内容などの下記の詳細情報が不足し、
実装段階に進めない、または実装段階で問題が発生する。
（たとえば）
・プログラム構造上の不具合
・データサイズの違いによる性能の不具合
・記号の意味が異なる人的ミス
・データベースの初期値ミス
○ソフトウェア詳細設計書の内容、詳細化が不十分で、整合性や実装可能性を確認できない。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○あらかじめ標準的なソフトウェア詳細設計書の項目をテンプレートとして準備しておき、
設計を進める。
○ソフトウェアユニットの処理内容の意図を明確記述する。
○ソフトウェア詳細設計を実施する際、ピアレビューを定期的に実施して内容の整合性を確
認し、考えられる問題事項をインシデントとして記録し、上司や利害関係者が参照できる
ようにする。
○適切なタイミングでソフトウェア設計を凍結し、構成管理表にバージョン名を明記して記
載し、ベースライン化する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○ソフトウェアの詳細設計には以下の要素を盛り込む。
・プログラム構造とその各役割、相互関係、共用する資源( テーブル等)
・データと処理方式( 実現方法)
・性能設計等
○ソフトウェア詳細設計書をソースコードへ変換する機能を有するUML の統合開発環境を
使う。
○顧客要求の変更や要求仕様の変更がある場合には、ソフトウェア詳細設計の更新もチェッ
クして、一貫性の確保に努める。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P34-2(SW 要件レビュー)
・WS-P35-1(SW 設計)
・WS-P35-2(SW 設計レビュー)
・SPEAK-IPA：P.3.5 ソフトウェア設計
・CMMI® ver1.2：技術解
・共通フレーム2007：1.6.6 ソフトウェア詳細設計
・ESPR 2.0：SWP3 ソフトウェア詳細設計
７．ふり返り等で参考となる文献等
(WS-P36-1 SW ユニット実装)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
ソフトウェアユニットを実装する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○ソフトウェアの設計により定義されたソフトウェアユニットが産出され、ベースライン化
できる。
○ソフトウェア要求および設計とソフトウェアユニット間にトレーサビリティが成立する。
○すべてのソフトウェアユニットに対して、ソフトウェア設計を反映しているかどうかを実
行可能なコードにより検証することができる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○ソフトウェアユニットをソフトウェア詳細設計どおりに作成する。
○コーディング規約に準拠する。
○コンパイルし、エラーがあれば修正する。
・コンパイラのバージョンを記録し、構成管理する。
３．現実には実現することが難しい点
○プログラミング言語にはプログラミング時の制約が存在するため、実装しにくいソフトウェ
アユニットがある。
○実装段階になって設計が実装できないことが判明するリスクがある。
○コーディングをアウトソーシングする場合、ソフトウェア詳細設計書の詳細化が不十分な
ため納期、コスト、品質を確保するのは難しいことがある。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○ソフトウェアユニットを合理的に実行する状態にない。
・ソースコードに欠陥がある。
・開発の効率が上がらない。
・テスト可能な状態で実行プログラムが準備できていない。
・再利用するソフトウェア部品が用意できない。
○ソフトウェアユニットを検証することができない。
○他のソフトウェアユニットとの結合と結合テストを行えない。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○新規作成時のコーディング規約を作成しておく。
・コーディング規約は独自に作成することもあるが、標準的な規約としてSEC BOOKS「Ｃ
言語コーディング作法ガイド」や「MISRA C」などがある。
○新規作成するか再利用するかを決め、再利用する場合は、バージョン、既知の不具合、制
約事項を確認しておく。
○ソフトウェアユニットを作成する。
・この際、詳細計書とユニットのトレーサビリティを確保する。
○ソフトウェアユニットテストの手順を作成し、テストデータを作成する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○ソフトウェアユニットのコーディング手法は、以下のものを用いる。
・構造化プログラミング
・自動コード生成
・ソフトウェアコードの再利用
・テスト駆動開発手法（TDD：Test-Driven Development）
○ユニットの行数や複雑度とか静的パス数などの目標値を設定する。
○ペアプログラミングにより実装しながらレビューを並行して行う。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P35-3(SW 詳細設計)
・WS-P36-2( コードレビュー）
・SPEAK-IPA：P.3.6 ソフトウェア構築
・CMMI® Ver1.2：技術解
・共通フレーム2007：1.6.7 ソフトウェアコード作成及びテスト
・ESPR 2.0：実装および単体テスト
７．ふり返り等で参考となる文献等
(WS-P36-2 コードレビュー）
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
ソフトウェアユニットを検証する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○作成したソフトウェアユニットが、ソフトウェア設計に適合していることを確認できる。
○コーディング規約に準拠したコードになっていることを確認できるので保守性が良くなる。
○単体テスト計画書、単体テスト仕様書、コードインスペクション基準など定義した検証基
準を利用して、ユニットテストの結果を検証し不適合部分を的確に修正することができる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○すべてのソフトウェアユニットのテスト項目および検証基準を定義している。
○静的解析を実施する。
○ソフトウェアユニットテストを実施し、結果を記録している。
○検証の結果、検出された不適合を修正した記録がある。
○コードレビューを実施する。
３．現実には実現することが難しい点
○ユニットテストは、プログラムをコーディングした本人が実施するため、適正なプロセス
として計画・管理されていないことが多い。
○ユニットテストは、チーム作業でないため、計画や記録が疎かになりやすい。
○ユニットテストは進捗状況、品質状況を見える化することが難しい。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○ユニットテスト結果を事前に想定し、バグ数などを正確に見積もるためのソフトウェアユ
ニットの下記の検証基準文書が管理できない。
（たとえば）
・単体テスト計画書
・単体テスト仕様書
・コードインスペクション基準
○レビューやインスペクション、品質保証管理者の承認、ベースライン化などを行うための
ソフトウェアユニットを検証したという下記の記録が管理できない。
（たとえば）
・単体テスト結果報告書
・コードインスペクション結果報告書
・障害一覧表
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
以下のようなユニットテストの技法を実施する。
○ホワイトボックステスト
・正常値、異常値を設定してユニットの動作を確認する。
・網羅率（C0: 命令網羅、C1: 分岐網羅、C2: 条件網羅）を変動させ、正確性と生産性のバ
ランスを取る。
○ブラックボックステスト
・同値分割や境界値分析を利用する。
・プログラムへの入力が複数で相互に影響する場合、デシジョンテーブルや原因結果グラ
フを用いて入力値を変動させ、テストの正確性と生産性のバランスを取る。
○静的解析ツールを利用してコード規約への順守性を確認する。
○検証には、以下の観点を入れる。
・設計とのトレーサビリティ確保/ 設計との外部一貫性/ ユニット間の内部一貫性
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○テストケースを自動生成し、ホワイトボックステスト、ブラックボックステストを自動実
行するツールを利用する。ただし、自動生成ではソースコードの現状どおりにテストケー
スを作成するため、誤ったテストケースになってしまうことがあるので、ソフトウェア詳
細設計内容をもとに生成されたテストケースをレビューで確認する。
○テストカバレッジ情報など詳細なリポートを収集する。
○テストツールは、実装からの情報が必要な場合もあるので、プロジェクト全体で導入を判
断する。
○ペアプログラミングにより実装しながらレビューを並行して行う。
○テスト駆動開発手法（TDD：Test-Driven Development）を用い、製造時にテスト項目を設
定する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P35-3(SW 詳細設計)
・WS-P36-1(SW ユニット実装)
・WS-TM-1( 一貫性確保)
・WS-Test-1( テスト戦略)
・SPEAK-IPA：P.3.6 ソフトウェア構築プロセス
・CMMI® Ver1.2：技術解、検証(VER)
・共通フレーム2007：1.6.7 ソフトウェアコード作成及びテスト
・ESPR 2.0：SWP4 実装および単体テスト
７．ふり返り等で参考となる文献等
・ソフトウエア品質管理ガイドブック：森口 繁一 編集 日科技連 1990 年
・単体テストにおけるCMM 的アプローチ：保田 勝通他 第７分科会（B グループ） 日科技連

(WS-P37.38 SW 結合テスト）
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
ソフトウェアを結合し、ソフトウェア要件への適合性を確認し、テスト結果を記録する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○ソフトウェア要求どおりにソフトウェアが実現されていることが評価できる。
○ソフトウェアユニット間のインターフェース（入出力など）をテストし共同レビューする
ことで、ソフトウェア設計どおり実現されたことが確認できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○計画に従って、ソフトウェアユニットを結合する。
○結合テスト項目に従ってテストデータを作成する。必要に応じてスタブ/ テストドライバ
を作成する。
○テスト結果の判定基準や、テスト全体の評価基準や完了基準なども用意しておく。
○ソフトウェア結合テストを実施し、結果から合否を判定する。
・未解決の問題がないか？ある場合は、問題の内容を確認して早急に対応すべきか、次テ
ストフェーズに持ち越すべきかを判断する。
・未実施となっているテスト項目がないか？ある場合は、理由を確認して対応を検討する。
○確認結果を整理し、問題およびその対応元を明記した上で関係者に通知する。
○不具合検出時、不具合管理票に不具合内容を記録し、その後の対応を判断する。
○不具合を修正した場合は、回帰テストを実施する。
３．現実には実現することが難しい点
○ソフトウェア結合テストでは、プログラムにバグがないことを証明できないため、テスト
の終了基準を定義しにくい。
○終了基準は、信頼度成長曲線による判定、バグ密度やテストケース密度などの基準値が一
般的に用いられるが、理論的裏付けなしに決めることが多く、客観性に欠ける。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○ソフトウェア結合テスト結果を事前に想定し、バグ数などを正確に見積もるためのソフト
ウェア結合の下記の検証基準文書が管理できない。
（たとえば）
・テスト計画書、テスト仕様書、テストケース、テストデータ、テスト結果評価基準/ 完
了基準
○レビューやインスペクション、品質保証管理者の承認、ベースライン化などを行うための
ソフトウェアユニットを検証した記録が管理できない。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○プログラムユニットを結合する時には、バージョン、品質（既知の不具合など）、コンパイ
ル、リンクの条件設定は適切かといった点を確認する。
○作成されたテスト仕様を以下の観点で確認する。
・規模に見合ったテスト項目数（ケース密度）/ 機能の組み合わせ/ テスト項目の網羅性/
外部インターフェース/ 割込み処理/ 非機能要件の評価基準の妥当性（パフォーマンス
など）/ エラー処理
○テスト項目に与える入力値については、正常データのほか、以下のようなシステム動作に
とっての特異点なども考慮する。
・データ未設定（NULL 値）/ 境界値/ 仕様値を大きく超える値/ 条件/ 最大値・最小値
○テスト結果を確認するときの注意事項
・テスト結果に関しては、テスト仕様の誤りの可能性についても考慮する。
・不具合検出数は、品質基準を満たしているかを確認する。
・回帰テストの場合は、テスト範囲と環境は適切であったかを確認する。
　※回帰テストを行うときは、ヒントシートWS-Test-2 を参照する
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○すべてのユニットを組み合わせてから一気に動作検証する、ビッグバン方式と呼ばれるテ
スト方法もある（ビッグバン方式は、個々のユニットの確認を十分にした後に行わないと
効率が悪くなるので、その採用は慎重な判断が求められる）。
○ソフトウェア結合テストの手法には、トップダウンテスト、ボトムアップテスト、折衷テ
ストがある。説明も入れて構成し直す。
○ソフトウェア結合テストには、トップダウン方式の利点とボトムアップ方式の利点を組み
合わせる折衷方式のテストを採用するとよい。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P34-2(SW 要件レビュー)
・WS-P39.310( システム結合テスト)
・WS-Test-1( テスト戦略)
・WS-Test-2( 回帰テスト戦略)
・SPEAK-IPA：P.3.7 ソフトウェア結合、P.3.8 ソフトウェアテスト
・CMMI® Ver1.2：成果物統合(PI)
・共通フレーム2007：1.6.8 ソフトウェア結合、1.6.9 ソフトウェア適合性確認テスト
・ESPR 2.0：SWP5 ソフトウェア結合テスト、SWP6 ソフトウェア総合テスト
７．ふり返り等で参考となる文献等
・客観的ソフトウェア結合テスト終了基準の提案：高橋 寿一他 日科技連
(WS-P39.310 システム結合テスト)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
システムを結合し、システム設計への適合性を確認し、テスト結果を記録する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○システム要件の不備を発見できる。
○システム設計の意図どおりに稼働することが確認できる。
○システムテストで得られた知見を運用時のチューニング資料として利用することができる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
＜システム結合＞
○システム全体を結合するための調整と設定作業を行い、結合を実施する。
○定められた基準を用いてシステムの主要要素が正しく結合できるか検証する。
○システム結合テストの結果を記録する。検出された不適合を修正し、記録する。
○システムアーキテクチャ設計に適合した結合済みシステムを完成する。
＜システムテスト＞
○定められた基準を用いて、結合済みシステムを検証する。
○システムテストの結果を記録する。検出された不適合を修正し、記録する。
○システム要件に適合したシステムであることを確認する。
○システムが使用可能、かつ納品可能であることを確認する。
３．現実には実現することが難しい点
○システム要求事項やシステム設計のドキュメントは、組織や担当者により名称、対象範囲、
記載粒度等がまちまちであることも多く、テスト時の確認内容が不適切になることも多い。
○検出される不具合や残存バク数はあらかじめ予測するのは困難なため、リリース後に修正
に要する工数予測と適切な体制整備は難しい。
○実務上の問題点を解決する要求事項や設計になっていない場合も多く、使いにくい、もっ
とこうしてほしい、別機能や修正等の追加要求頻発など大きな問題として表面化すること
も多い。
○システム結合テストは、業務で利用するすべてのデータ（種別・容量）をテストすること
はできない。さらに開発側の最終テストであるにもかかわらず、本番環境で実施できない
場合も多い。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○システム要件やシステムアーキテクチャ設計の問題点が先送りされる。
○他システムとつなぐと動かない、許容できないレベルの応答時間になる、特定機種しか動
かないなど実運営に耐えられないことがあとで判明する。
○納期遅延、顧客が受け入れられない、実稼働時に問題となる等様々な悪影響が発生する。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
＜システム結合＞
○システム全体を結合するための調整と設定対応を行い、結合を実施する。
○結合した機能やシステムが正しく結合できているかを検証する。特に他システム間やハー
ドウェア、ソフトウェアなどの間の相互処理やシステム間インターフェースを確認する。
○欠陥の存在箇所を早期に特定し、検出・修正するために、システム結合は少しずつ行う。
○システム結合には特定の非機能要求（例：性能）のテストを含む場合がある。
＜システムテスト＞
○システムテストでは、以下のようなテストによりシステム全体の機能要求・非機能要求お
よびデータの品質特性を検証する。
・ユーザビリティテスト　・負荷テスト　・パフォーマンステスト（性能テスト）
・障害テスト　・セキュリティテスト 　・構成（両立性）テスト
○テスト環境と本番環境が異なる場合があるため、状況に応じてロングランテスト、高頻度
テスト、ボリュームテスト、ストレージテストなどを実施する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○十分なテストケースを確認できない場合、機能要件については典型的な業務プロセスのシ
ナリオを抽出して検証し、非機能要件については過去のプロジェクトのテストケースを再
利用する方法もある。
○顧客の要望の優先順位に応じ、テスト項目の網羅性と効果性のバランスに配慮してテストする。
○スキルが伴えば、探索的テストやエラー推測を含めることでより効果的、効率的なテスト
が可能になる。
○テストのリソースを節約し本番環境に近づけるため、負荷テストツールなどを利用する場
合もある。
○あらかじめ定めた（検証・テスト戦略・計画）テスト戦略に基づきテストの定量管理を行う。
定量管理を効果的、かつ効率的に行うためにテスト管理ツールを採用する。
　（注記）不具合発生については、ヒントシートWS-Test-1 およびWS-Test-2 を参照のこと
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P33-2( システムアーキテクチャ設計レビュー)
・WS-P37.38（SW 結合テスト）
・WS-Test-1( テスト戦略)
・WS-Test-2( 回帰テスト戦略)
・SPEAK-IPA：P3.9 システム結合、P3.10 システムテスト
・CMMI® Ver1.2：検証、妥当性確認(VAL)
・共通フレーム2007：1.6.10 システム結合、1.6.11 システム適合性確認テスト
・ESPR 2.0：SYP3 システム結合テスト、SYP4 システムテスト
７．ふり返り等で参考となる文献等
・テスト技術者資格制度Foundation Level シラバス 日本語版 Version2011.J01
(WS-TM-1 一貫性確保)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
顧客要求からプロジェクトで作成する作業成果物、納入成果物までの一貫性を確保する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○プロジェクトの最初のインプットである顧客からの要求が、最終の納入物も含めたすべて
と作業成果物に確実に反映されている。
○変更があったときにも、その変更が確実にすべての作業成果物に反映されている。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○プロジェクトで作成する作業成果物を明確にして一覧にする。
○それぞれの作業成果物は、何をもとに作成するのかその入力成果物を明確にする。各プロ
セスの定義にて、何の成果物をもとに何を作成するのかを明記すればよい。
○ソフトウェアの構成を示すベースラインを作成する。（※ベースラインとは、ある時点での
入出力関係にある各成果物のどれが含まれているのか、それらのバージョンは何かを示し
たもの）
○ベースラインを作成したことを関係者に報告する。
○ベースラインを変更する場合は変更の影響分析を実施する
○関係する成果物の一貫性を確認する。（※一貫性とは、入力成果物の内容をもとに成果物を
作成しているということ）
○関係する成果物の追跡可能性を確認する。（※追跡可能性とは、作成したある成果物のある
項目が、入力成果物のどの項目と関係があるかを示すことができること）
※関係する成果物の一例を示す。
顧客の要求事項とシステム要求事項、システム要求事項とシステムアーキテクチャ設計、
システムアーキテクチャ設計とソフトウェア要求事項、ソフトウェア要求事項とソフトウェ
ア設計、 ソフトウェア要求事項および設計とソフトウェアユニット、ソフトウェア要求事
項および設計とソフトウェアユニット、システムアーキテクチャ設計と結合されたシステ
ム
３．現実には実現することが難しい点
○ 2. で記述した構成管理の概念がまだ理解できていない場合が多く、実施できていない。教
育が必要である。各種ツールが流通しており、ツールを使用すると部分的な構成管理の活
動ができる場合もあるが、構成管理の概念を確実に理解することが重要である。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○ソースコードが変更されても、上流の設計書などが変更されない。
○要求仕様に書いてあるものが実装されていない。
○要求仕様に書かれていないものが実装されている。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○プロジェクトの初期時に構成管理計画を作成し、プロジェクトで作成する成果物を洗い出
す。あわせてベースラインを作成する時期を計画する。
○小規模、少人数開発では、フォルダ管理や成果物の命名規約による版管理も可能である（構
成管理計画に記載する）。
○ある時点でのソフトウェアの構成を示すために、フォルダにあるバージョンの成果物を格
納し、フォルダにベースライン番号を付与する。
○成果物の変更管理の手順を作成している。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○バージョン管理ツールを導入し、成果物の版管理を実施する。
○構成管理ツールのタグ機能を使って、ベースライン対象のファイルおよびバージョンの関
連づけをしてベースラインとする。
○一貫性の確認を行うために、成果物の相互の関係を管理するツールを導入する。
○顧客要求から、設計書、ソースコード、テストケースなどの関連を記述したトレーサビリティ
マトリクスを作成し、変更時の影響度合いの分析に活用している。
○仕様などの変更要求があったときに、変更の受け入れの影響を判断したり、承認を実施す
る役割を置いている。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-S2-1( 構成管理の仕組み)
・WS-S2-2( 構成管理計画)
・WS-S2-3( 変更管理)
・SPEAK-IPA：S.2 構成管理
・CMMI® Ver1.2：要件管理、構成管理(CM)
・共通フレーム2007：2.2 構成管理
・ESPR 2.0：SUP5 構成管理
７．ふり返り等で参考となる文献等
・プロセス改善ナビゲーションガイド　～ベストプラクティス編～：ソフトウェア・エンジ
ニアリング・センター
(WS-JRev-1 共同レビュー)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
プロジェクトで作成する作業成果物について利害関係者とレビューを実施する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○顧客を含む関係者（利害関係者）とプロジェクト中間成果物を段階的に確認することで、
問題を早期発見し、対処することで、後工程での手戻り作業を少なくすることが期待できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○利害関係者とプロセスおよび成果物について共同レビューを行う。
○レビュー結果を記録し、指摘事項をフォローする。
３．現実には実現することが難しい点
○利害関係者に共同レビューに参加してもらうためには、その目的や必要性を十二分に説明
し理解してもらうことが重要である。実際には、顧客を含む利害関係者の理解が得られな
かったり、リソース手配が難航し、その結果、不十分な実施に終わることも多く、効果が
得られないことがある。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○作業成果物およびその提供プロセスを客観的に評価していないため、プロジェクトの目標
が達成できるのか確信がもてない。
○様々な観点から確認していないことから、本来は早い段階で見つかる問題の発見が遅れる。
○作業成果物の品質など出来具合について、関係者全員での共通認識ができない。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○プロジェクトの状況などを考慮し、レビュー対象、レビュー計画、レビュー参加者を決め、
レビューの準備を行う。
○レビューは問題検出を中心に進め、レビュー記録を作成する。
○レビューでの指摘への対応を確実にするために指摘内容を一覧化して問題解決を確実にす
る。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○プロジェクト計画時に利害関係者とのレビューについて、目的・レビュー対象・実施時期・
実施方法・参加者等を明確にし、協力を依頼しておく。
○フェーズの開始・終了のタイミングでプロジェクト関係者を集めた共同レビューを実施し、
次フェーズへ進んで問題がないか確認する。明らかになった問題については、課題一覧と
して解決するまでフォローする。
○プロジェクトであらかじめ決めておいた設計書やテスト結果をチーム外の技術者が重点的
にレビューする。
○設計レビューやテスト結果からの定量分析結果を品質保証部門がレビューする。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P31-1( 顧客ニーズ抽出)
・WS-S4-1( 検証計画)
・SPEAK-IPA：S.4 検証
・CMMI® Ver1.2：検証
・共通フレーム2007：2.4 検証、2.6 共同レビュー
・ESPR 2.0：SUP8 共同レビュー
７．ふり返り等で参考となる文献等
(WS-Test-1 テスト戦略)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
テスト戦略と基準を策定する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○ソフト結合戦略、要素間のインターフェース戦略、リリース戦略をシステム特性や、顧客
要求事項の優先順位に沿って策定できる。
○トップダウンテスト方式やボトムアップ方式の単純なテスト設計ではなく、プロジェクト
に合わせた最適なテストが設計できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○プロジェクト、システム、ソフトウェアの特性に最も適したテスト戦略を選定する。
　成果物の例：テスト対象、要求品質、システムの特性、テストの観点（セキュリティ、ユー
ザビリティなど）、テストレベル、テスト技法（どの技法を誰がいつ使うか）、制約条件、
完了基準、など
○テスト対象となる作業成果物が要求事項を満たしていることを検証するための、テスト合
格基準を作成する。
○テスト計画書を作成する。
例：テスト戦略目標、スケジュール、役割・責任・連携方法、テスト終了条件、など
３．現実には実現することが難しい点
○個々のプロジェクトは、オペレーション、動作環境、シナリオテストなどに固有の難しさ
を含んでおり、それに応じたテストの観点を事前に整理していなければ、必要なテスト項
目に漏れが生じる場合がある。
○テスト基準が、どのテスト技法をいつ使うかという観点から明確に整理ができていないた
め、境界値テストや制御パステスト、状態遷移テスト等の技法を選択するタイミングが合
わないことがある。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○システムの特性にあった最適なテストが十分に実施できず、プロジェクト全体から見ると
テストがボトルネックになってしまう。
○網羅性から見て、テスト項目が漏れるなど、システム全体の欠陥が取り除けない。
○ソフトウエアが備えるべき性質を網羅したテストができない。
○テストケース、テストデータ作成やテスト実施の効率が悪くなる。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○テスト方針（戦略）・計画を文書化する。
○テストカテゴリを大項目、中項目ぐらいまで決める。合格基準も含めて表にまとめる。
○必要なテストデータの系統的な生成、準備の方法を検討する。
○プロジェクトの目的と性質から品質保証のタイプ分けを行って基準を決定し、テスト戦略
を選定する（セキュリティテスト、安全性テスト、ユーザビリティテスト等の具体化検討
を含む）。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○テスト戦略は、ブラックボックステストかホワイトボックステストか（開発者主体か、第
三者が主体かを含む）、また不具合検出を主な目的とする「検出型」、想定された範囲内で
の動作を保証することを主な目的とする「網羅型」、検出型と網羅型の両方の特性を持つ「最
善型」などの中から選択する。
○テスト戦略は、一般的にテスト設計を開始するタイミングによって、予防的アプローチ
と対処的アプローチに分類される。基本設計の段階で予測される項目は予防的アプローチ
で進め、下流工程になって表出化した項目は、対処的アプローチで進めるよう実施方法を
チューニングする。
○テスト戦略は、テストの水準がさらに高まれば、テスト主導アプローチ、分析的アプローチ、
モデルベースアプローチ、プロセス準拠アプローチ、 経験則的アプローチ、などが適用でき
る。プロジェクトマネージャは、テストケースにふさわしいアプローチを選定して適用する
○外部のテスト専門業者を活用する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P36-2( コードレビュー）
・WS-P37.38（SW 結合テスト）
・WS-P39.310( システム結合テスト)
・WS-Test-2( 回帰テスト戦略)
・WS-S4-1( 検証計画)
・SPEAK-IPA:：.3.7 ソフトウェア結合、P.3.8 ソフトウェアテスト、P.3.9 システム結合、P.3.10
システムテスト
・CMMI® Ver1.2：検証
・共通フレーム2007：1.6.8 ソフトウェア結合、1.6.9 ソフトウェア適格性確認テスト、1.6.10
システム結合、1.6.11 システム適格性確認テスト
・ESPR 2.0：SWP5 ソフトウェア結合テスト、SWP6 ソフトウェア総合テスト、SYP3 シス
テム結合テスト、SYP4 システムテスト
７．ふり返り等で参考となる文献等
・演習で学ぶソフトウェアテスト特訓150 問：正木 威寛 技術評論社
・ソフトウェアテスト入門：ソフトウェア・テストPRESS 編集部
・第9 回 組込みシステム技術に関するサマーワークショップ（SWEST9）： 西 康晴2007.8.30-31
(WS-Test-2 回帰テスト戦略)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
回帰テストの戦略を策定する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○デグレード回避のための最適なテストを実施できる。
○属人性を排除し、テストの水準を向上させることができる。
○テスト自動化や、スクリプトなどテスト仕様の再利用プロセスを構築することで、アプリ
ケーション変更の信頼性を高められる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○プロジェクト、システム、ソフトウェアの特性、発見された不具合の特性を検討して、回
帰テストの戦略を立てる。
○戦略に基づき、回帰テスト計画を立てる。
○回帰テスト自動化の検討を行う。
○回帰テストを必要な都度、実施する。
３．現実には実現することが難しい点
○網羅的なテストは、戦略的に行うべきであるが、ビジネス系アプリケーションでは人海戦
術で行われることがあり、それにより非効率でかつ品質の確保も不十分になりがちである。
○航空機や自動車の人命に関わる制御系アプリケーションでは、回帰テストごとに全数テス
トを実施することもあるが、どの程度徹底的に行うべきか判断基準の明確化が難しい。
○客観的にテストするためにテストだけを外部発注している企業もあるが、発注先との責任
分担の決定、テスト目標についての発注先とのコミュニケーションの水準確保が難しい場
合がある。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○不具合改修後に以前は動作していた機能が動かなくなる。
○不具合修正後のテスト（回帰テスト）が、不十分にしか実施されず（場合によっては、ほ
とんど実施されず）、潜在的な不具合が増加する。
○合理性に欠くテストを行い、回帰テストの回数・工数が過大となる。
○コストパフォーマンスが不明なので、回帰テスト自動化のための投資効果が行われない。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○プロジェクト、システム、ソフトウェアの特性を考慮して回帰テストの方針（戦略）を文
書化する。その内容について、場合により、顧客とのレビューで合意する。
○発見された不具合の特性と実施した修正の影響範囲を検討して、個別の回帰テスト実施時
点での方針を文書化する。
○網羅的な回帰テストは時間がかかるため、重要度により優先順位および実施範囲を決める。
○テスト作業の省力化のため、修正範囲や確認範囲に応じて回帰テストケースのセットとテ
ストデータのセットを用意し、利用する。個々の回帰テスト実施場面で、それらを単に繰
り返し利用するのではなく、どのテストケースが適用できるか見極め、修整して実施する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○早期に再リリースするメリットと不具合再発リスクのトレードオフ分析を行う。
○テスト自動化機能を持つEclipse などの統合開発環境ツールを利用すると次の利点がある
ので、積極利用を検討する。
・ユーザの操作を記録しスクリプトを自動生成できる。
・データプールからフィールドへの入力値や期待値を取得できる。
・テストスクリプトを再実行し、何度でもテストを行える。テスト水準・テスト品質の均
質化を図れる。
・変更管理ツールと連携し、変更・機能追加要求とテストスクリプトを一元管理できる。
○回帰テストは、自動テストに向かないという議論もあることを考慮し、パフォーマンステ
スト、機能テスト、ユーザビリティテストを明確に区分して、自動化するのが適切かどう
か検討して行う。
○プロダクトの品質の均等化を図り、テストの精度向上・品質向上・生産性向上を図るため、
システムのいろいろな構成部分に対するテストの徹底性の水準を明確に統一する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P32-1( システム要件のまとめ)
・WS-Test-1( テスト戦略)
・SPEAK-IPA：P.3.7 ソフトウェア結合、P.3.8 ソフトウェアテスト、P.3.9 システム結合、
P.3.10 システムテスト
・CMMI® Ver1.2：検証
・共通フレーム2007：1.6.8 ソフトウェア結合、1.6.9 ソフトウェア適格性確認テスト、1.6.10
システム結合、1.6.11 システム適格性確認テスト
・ESPR 2.0：SWP5 ソフトウェア結合テスト、SWP6 ソフトウェア総合テスト、SYP3 シス
テム結合テスト、SYP4 システムテスト
７．ふり返り等で参考となる文献等
・ソフトウェアテスト293 の鉄則：Cem Kaner 他 日経BP 社 2003 年
(WS-S1-1 標準文書)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
作成すべき標準文書と記載すべき内容を明確にする。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○ライフサイクルにおいて作成すべき文書が明確になる。
○文書の様式や記述方法がルール化され、分かりやすくなる。
○必要な情報が漏れなく記録され、承認済みかどうかが分かる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○組織で用いる文書について規定する。
○提案から運用までの、ソフトウェア製品およびサービスの全ライフサイクル期間を通して、
作成する文書について戦略を立てる。
○プロジェクトでの作成文書を決める。
○文書に関わるルールを決める。
３．現実には実現することが難しい点
○現状は文書化に対する意識が低く、プロジェクトを推進しながら、作成すべき文書を個人
レベルで決めており、古い様式や記入要領をそのまま流用し文書を作成している。また、
各文書の責任者や承認者が曖昧であり、文書のレビュー記録も残っていない状況である。
数人規模のプロジェクトであれば何とかなるものの、プロジェクトの大規模化や、業務の
引継ぎが発生した場合に、混乱に陥る可能性が高い。また、プロとしてのマナーに欠ける
ことになる。
○今後は、文書は個人の所有物ではなく、組織の財産であり管理対象であると考え、文書化
の基本方針を策定する必要がある。
○一方で、文書は作成されるが、不要なものを山ほど作成し、利用や参照をされないものになっ
ている。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○どのような文書があるのか分からない。
○作成された文書様式が不統一で分かりにくい。
○最新の文書がどれでどこにあるのか分からない。
○正式な文書であるかが確認できない。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○文書のライフサイクルを意識して、番号体系、管理者、承認者、保管方法などを決める。
○文書の開示範囲、配布先について方針を決める。
○プロジェクトの工程ごとに作成する文書名と記載する項目を決める。
　（要件定義書、基本設計書、詳細設計書、テスト計画書、テスト仕様書、テスト結果報告書）
○プロジェクトを通じて使用する管理文書・記録と記載項目を決める。
　（進捗管理表、レビュー記録、バグ票、課題一覧）
○作成する文書について一覧表を作成して、確実に作成されたか確認できるようにする。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○構成管理ツールを活用して、プロジェクトで作成する全文書を管理できるようにしておく。
○文書管理ルールを作成し、プロジェクト内での運営が円滑に行われるように周知徹底する。
・事前にプロジェクトで必要とする文書の種類を洗い出し、様式と記述方法を決めておく。
・テンプレート・作成マクロを準備し、チェックリストで記載内容をチェックする。
・各文書に必須/ 選択の区分を設け、最低限必要な情報の抜け漏れを防ぐ。
・作成した文書のレビュー要領( 参加者、タイミング、チェックシートなど) を決める。
・顧客を含め、完成した文書の承認ルートを決める。
○利用者向け文書については、専門家（テクニカルライター）に依頼する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-S1-2( 文書化)
・SPEAK-IPA：S.1 文書化
・共通フレーム2007：2.1 文書化
・ESPR 2.0：SUP4 文書化と文書管理
７．ふり返り等で参考となる文献等
(WS-S1-2 文書化)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
必要なドキュメントを作成し、適切な時期に関係者が利用できるようにする。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○正しい情報に基づいて開発作業ができるので、品質や生産水準が向上する。
○必要な情報が的確に交換され円滑なチームワークが図られる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○定められた文書は、ルールに従いタイムリーに作成する。
○あらかじめ明確化された利用者と配布先にタイムリーに提供する。
３．現実には実現することが難しい点
○プロジェクト途中で要件や仕様が変更する際、影響範囲が多岐に渡ってドキュメントとプ
ログラムにタイムリーに反映することが難しくなることがある。
○プログラム機能の変更や追加時にドキュメントの修正を後回しにして、整合性を崩すこと
がある。
○正当な利用者以外に機密情報が漏れるなど、文書のセキュリティが保持されないことがあ
る。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○ドキュメントがばらばらになり、組織や時間により違う内容を参照してしまう。
○改訂内容や版数が異なるドキュメントを間違って参照してしまう。
○機密性・完全性・可用性の観点から問題が発生する。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○プロジェクトで作成すると決めた文書の一覧を作成し、誰が最新状態を維持し、関係者へ
伝達するかをあらかじめ決めておく。ルールどおりに運営されているかはプロジェクトリー
ダが確認することで徹底させる。
○ドキュメントを電子メールにて関係者へ配布するときは、暗号化する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○作成したドキュメントを関係者がタイムリーに利用できるようにするために、オンライン
ドキュメンテーションの仕組みを構築する。開発プロジェクトの進行中は、構成管理ツー
ルを利用し、完成後はイントラネットやグループウェアなどの環境を利用する。
○ドキュメント格納フォルダにアクセス制御を設定し、適切な関係者のみに参照可能にする。
○不測の事態に備え、バックアップを取っておく。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-S1-1( 標準文書)
・SPEAK-IPA：S.1 文書化
・共通フレーム2007：2.1 文書化
・ESPR 2.0：SUP4 文書化と文書管理
７．ふり返り等で参考となる文献等
・ソフトウェア品質管理ガイドブック、第７章 ドキュメンテーション：日本規格協会 1990
年
(WS-S2-1 構成管理の仕組み)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
構成管理の組織方針や仕組みがある。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○構成管理の組織方針や仕組みを確立することで、構成管理の３要素である「バージョン管理」
「ベースライン管理」「変更管理」についてのルール作りと運用を徹底できる。
○プロジェクトのライフサイクルで生成される構成要素をベースライン管理することで、デ
グレードやファイルの取り違えを起こすことなくリリースにつなげることができる。
○リリースバージョンにどのような機能が盛り込まれているかが適切に管理できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○構成管理方針の確立
・構成管理方針、作業の一覧、責任者、構成監査方針などを明確にする。
・仕様書やソースコードなど、構成管理の対象となる成果物を明確にする。
○構成管理手順（仕組み）の確立
・構成管理の手順を明確にする（ツールの使用、利用方法等）
・内部使用および顧客への納入のためのベースライン設定のタイミングや、成果物の変更
を追跡し制御手順を明確にする。
○構成管理活動の監査手順を明確にし、監査を実施する。
３．現実には実現することが難しい点
○手順はあるが、守られていない。
・仕様変更などで、ソースコードのみを修正してしまい、設計書やテスト仕様などの一貫
性を保つ必要がある関連の成果物を修正しない場合がある（大規模プロジェクトでは機
能追加などで仕様変更が多くなり、成果物の構成要素も増加し、変更が管理されておらず、
成果物のバージョンや変更の履歴がとれない）。
・実際には関連するドキュメントを最新化して同時に構成要素をベースライン管理する煩
雑な作業の手間を惜しみ、プログラムモジュールのバージョンを管理することに精一杯
である。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○成果物の構成要素の一貫性と追跡可能性を維持できなくなる。
・ 仕様変更や保守を管理する際に、ドキュメントの内容を分析し、必要な変更事項を決定し、
該当するプログラムを変更する等の手順が踏めなくなり、作業が混乱する。
○ソフトウェア開発の作業にデグレード、ファイルの取り違えなどの事故や不具合が発生し、
非効率な作業、不正確な情報、不必要な手戻りが発生する。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○構成管理ツールを導入しない場合、チェックアウト・チェックインなどの機能をフォルダ
管理により代替する方法を採用
・ たとえば、プロジェクトの共用フォルダにパスワードを設け、構成管理担当者とプロジェ
クトマネージャ以外は「書込み禁止」にすることで、プログラム担当者が勝手にアクセ
スできないようにする。作成したプログラムは構成管理者を通し、チェックアウト・チェッ
クインをする。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○構成管理方針を作成
・構成管理の適用範囲（対象成果物）、作業の一覧、責任者、構成監査などに関して、その
方針をまとめた方針書を作成する。
・構成管理ツールを導入する。
○構成管理手順を作成
・構成管理ツールを使った構成管理対象物の管理手順（ベースラインの作成方法、成果物
のバージョン付与方法、トレーサビリティ確保の手順、ベースラインを特定するための
命名規約作成等）を作成する。
・構成管理方法は、組織やプロジェクトによって異なるため、組織やプロジェクトでの構
成管理の手順を、研修・OJT・オリエンテーション等で周知する。
○構成監査を実施する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-TM-1( 一貫性確保)
・WS-S2-2( 構成管理計画)
・WS-S2-3( 変更管理)
・SPEAK-IPA：S.2 構成管理
・CMMI® Ver1.2：要件管理、構成管理
・共通フレーム2007：2.2 構成管理
・ESPR 2.0：SUP5 構成管理
７．ふり返り等で参考となる文献等
・ソフトウェア管理の落とし穴：エドワード・ヨードン著、 松原 友夫訳 トッパン 1993 年
・ソフトウェア開発の神話：F.P. ブルックス著、山内 正彌訳 企画センター 1977 年
(WS-S2-2 構成管理計画)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
プロジェクトで作成する作業成果物、納入成果物と作成時期が決まっている。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○構成品目一覧表、成果物一覧表、標準一覧表など、構成管理を行う成果物の管理台帳ができる。
○バージョン管理を一元化することで、複数バージョンが同時に進行する製品リリースの派
生バージョンも管理ができる。
○作成したベースラインを基にして、変更管理、ステータス管理、監査など、構成管理情報
を関係者に配布できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○構成品目（中間成果物、納入成果物）の特定
・ 構成管理を行う以下のような構成品目を特定し、その間の依存関係（構成、版）を定義する。
　　 顧客に納入される成果物、指定された内部成果物、調達した成果物、ツール、および
プロジェクトの作業環境における他の固定資産、これら成果物の作成および記述に使
用される他の品目
○ベースラインの確立
・定義された構成品目に関してベースラインを作成し、記録する。
・構成管理の管理者の承認を得る。
３．現実には実現することが難しい点
○構成管理は、単純な構成では統制がとれず、かといって緻密すぎては作業を遅延させるジ
レンマがある。安定性と進捗の釣り合いの観点で、個々のプロジェクトに対して、どの程
度緻密な構成がふさわしいかを前もって決めるのは難しい。
○アジャイル開発など開発のペースが十分に速く、手順に縛られたくなく、頻繁にリリース
を計画しているようなプロジェクトでは、ベースライン管理の対象範囲や頻度を最適に決
定するのは難しい。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○製品リリースバージョン（版）におけるファイルの取り違えなどの事故が起き、不具合発
生時の修正対象の把握ができない。
○システムトラブルなどでファイルが消失した場合、あるいは仕様変更や機能追加がキャン
セルされたような場合、信頼できるもっとも近いポイント（世代）まで立ち戻る手段がなく、
大幅な手戻り作業が発生する。
○仕様書とソースコード、あるいはテストケースとテストデータなど、依存関係が複雑な構
成管理対象の一貫性を維持できない。
○開発者、および顧客に対して、正確な構成管理情報を提供できないため、作業成果物の保管、
取扱いおよび納品を統制できない。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○プロジェクト計画書作成時、工程別に成果物を定義する。
・成果物（構成品目）を漏れなく特定するには、プロジェクトのWBS を利用して、タスク
のインプットとアウトプットを識別する。
・成果物は中間成果物と納入成果物に分ける。
・プロジェクト固有の要素（たとえば、ツール、テストドライバなど）は、構成品目との
重要な依存関係があるので記録し、保存する。
・ ベースライン化の対象となる構成品目を選定したら、構成管理ベースライン表を作成して、
構成品目の格納ディレクトリ体系、構成要素ごとの担当グループ、アクセス権限を決定し
て、工程の完了のタイミングでベースライン化できるように構成管理環境を整備する。
○運用、保守時の考慮
・ 運用段階あるいは派生開発段階では、変更実施の担当者は開発時と異なると思われるた
め、開発段階からトレーサビリティマトリクスを使い、下記の依存関係を的確に記録し
ておくこと
　　 要求の他の作業成果物との依存関係/ プログラムモジュールとそのテスト環境の関係
/ 設計書とプログラムコードの関係
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○構成品目の重要度によって構成管理のレベルを設定する方法がある。
レベル１：開発や運用の基盤となる実行モジュールやソースコード
レベル２：公式レビューで承認された作業成果物
レベル３：定期的なバックアップを実施する作業ファイル
（ベースライン化は公式に実施せずチェックイン/ チェックアウトのみを行う）
○物理ベースラインと機能ベースラインに分け、レベルを使い分ける方法がある。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-TM-1( 一貫性確保)
・WS-S2-1( 構成管理の仕組み)
・WS-S2-3( 変更管理)
・SPEAK-IPA：S.2 構成管理
・CMMI® Ver1.2：要件管理、構成管理
・共通フレーム2007：2.2 構成管理
・ESPR 2.0：SUP5 構成管理
７．ふり返り等で参考となる文献等
・パターンによるソフトウェア構成管理：ステファン・P・バーチャック、ブレッド・アップ
ルトン 翔泳社 2006 年
・コンサルタントの道具箱　勇気と自身がもてる16 の秘密：ジェラルド・M・ワインバーグ
日経BP 社、2003 年
(WS-S2-3 変更管理)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
プロジェクトで作成する作業成果物、納入成果物の変更管理がされている。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○変更要求がQCD の面から正しいものであることが確認できる。
○変更要求に対して、実際に成果物に手を加える前に、成果物への影響範囲を事前に正しく
把握し、変更を計画することができる。
○変更作業とその結果を記録し確認することにより、成果物間の整合性を保証できる。
○障害の内容と対策を記録し、成果物の状況および変更履歴を報告することにより、関係者
に構成品目の最新の状態を報告することができる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○構成品目の変更要求およびそのリリースに対し、レビューを実施し、承認する。
○変更要求およびリリースした構成品目を、関係者が利用できるよう通知する。
○構成品目の最新の状態を記録し、かつ構成管理者に報告する。
○構成品目の保管、取り扱いおよびリリースを管理する。
３．現実には実現することが難しい点
○変更要求は、要求の変更、設計の変更、実装の変更などによって影響範囲が大きく異なる。
たとえば、プロジェクト終盤での上流工程での変更要求は、影響範囲は甚大で大幅な手戻
りが発生するため、その影響範囲を正確に見積もるのは納期などの点から現実には難しい。
○変更が発生した場合には、リスクヘッジの意味を含めて、すべてのテストを可能な限り再
実行することが望ましいが、要求間の依存関係を根拠にしたテストで品質を保証すること
は難しい。
○変更管理手順が煩雑なため、変更依頼の承認がないまま、作業者が勝手に構成変更をする
場合がある。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○変更要求を鵜呑みにして、変更による影響（対応によって得られるメリットと、対応に必
要なコスト）を事前に評価しなかったために、納入成果物のＱＣＤに影響を及ぼしてしまう。
○構成品目間の一貫性、完全性が崩れてしまう。
○変更が繰り返される場合、最新の変更状況や変更理由が把握できず、対応者が変更箇所の
影響範囲を狭く見積もり、変更要求への対応が他の成果物へ悪影響を及ぼす。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○変更要求に対する受付、承認、記録などの手順の確立
・変更要求に対する、変更の受付と見積り、変更の扱いと優先度の決定、変更の実施、変
更の完了処理、およびトレーサビリティ確保の仕組みなどの手順を作成する。その際、
変更の承認者、各作業の責任者を明確にしておく。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○リリースした構成品目の変更は、変更の関係者だけでなく、利害関係者すべてに影響する
ため、開発の規模が大きい場合などは、変更の承認や構成の管理を実施するような組織（た
とえば、構成管理委員会）が、変更の影響を分析・評価し、変更の採否を的確に意思決定する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-TM-1( 一貫性確保)
・WS-S2-1( 構成管理の仕組み)
・WS-S2-2( 構成管理計画)
・SPEAK-IPA：S2 構成管理
・CMMI® Ver1.2：要件管理、構成管理
・共通フレーム2007：2.2 構成管理
・ESPR 2.0：SUP5 構成管理
７．ふり返り等で参考となる文献等
(WS-S3-1 品質保証計画)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
品質保証の仕組みがあり、計画されている。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○利害関係者に対して、プロセスおよび関連する作業成果物の品質を保証する客観的な方針
や仕組みができている。
○プロジェクトの上位管理者および品質保証管理者の承認を得ることで、品質達成に関して、
プロジェクト従業者が独断的に判断しない仕組みを担保できる。
○品質保証活動のPDCA サイクルで知り得た様々なノウハウを自然に蓄積して、品質達成お
よび品質保証の仕組みをより良くするためにフィードバックできる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○ 品質保証活動の戦略を立てる。
たとえば、品質保証方針（顧客の品質要求に応える等）
○ 品質保証の実行計画を立てる（体制・役割分担、スケジュール、対象物、実施方法など）。
○ 品質保証の基準を設定する（たとえば、納品基準、プロセスの順守率）。
３．現実には実現することが難しい点
○品質保証計画の考えが浸透せず、プロジェクトが品質保証に対応する活動計画を立てない。
○品質測定ツールが、的を射た、また適切な量的・精度的水準のデータを提供するとは限ら
ない。
○プロジェクト計画策定時に、文書や記録の作成の工数を見積りに含めないことがよくあり、
勤務工数としてカウントされないことまで散見されるので、品質保証活動に必要な文書や
記録を作成する時間が不十分になる。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○ビジネス目標に適合した、また中長期的な視野から見た、品質保証の意義が的確に認識さ
れない。
○全社的な品質保証活動に取り組まないため、開発側と品質保証側で、品質保証活動に対す
る認識が異なるなど、品質保証活動の効率が悪い、あるいは効果が現れない。
○重大クレームの早期発見と万が一の発生時への対応が場当たり的となり、必要な情報が顧
客あるいは経営トップ層に早く・正しく・漏れなく伝えられない。
○開発の日常の問題、開発プロセスに対する運用状況の不適合など習慣化した不適正事態を、
監査などで見つけ、全社的に是正する仕組みができあがらない。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○品質保証で常に同等の基準を適用できるように、あらかじめプロジェクトが実施する活動
のチェックリストを作成し、また品質保証担当者の権限を明示しておく。
○プロジェクトの計画に品質保証の実施のタイミングを明記しておく。プロジェクト実施体
制に品質保証担当をアサインする。
○品質保証活動を有効なものとして維持するため、ヒヤリングやインタビューなどの活動か
らチェックリストを定期的または随時に改訂することで、開発者に身近に役に立つものと
する。
○開発者のキャリアパスに品質保証活動を追加し品質保証活動の意義や難しさを理解させる。
○品質保証活動の客観性を保つために、開発組織とは独立した組織により実施する。
○品質保証のための検査ツール等を系統的に導入する。
○品質測定データを系統的に蓄積し、品質チェックに活用する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○プロジェクトの規模や難易度が異なる場合、以下のような基準により、品質保証活動の深
さや範囲を決めることにより、品質保証活動の効率を向上させる。
・開発規模や金額から判断したリスク値の程度/ プロジェクトの月次報告書の提出遅延数
の程度/ プロジェクトのスケジュール効率指数（SPI）、コスト効率指数（CPI）の値/
品質メトリクスの評価基準・合格判定基準
○品質保証活動は、プロジェクト管理だけで運用・改善できないため、独立の品質管理部門
が成果物の第三者レビューやプロセスの順守確認（＝監査）を適宜計画する。
○品質保証管理者は、プロジェクトや品質に関するトラブルが発生した場合、関係者や社会
への影響度を判断して、あらかじめ定義した経路・手順で、経営トップ、関係機関、関係
者へ報告するとともに、品質管理委員会等の対策実施機能を立ち上げ、問題の根本的原因
を追究し、是正処置を行う。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-S4-1( 検証計画)
・WS-S5-1( 妥当性確認計画)
・WS-S3-2( 品質保証活動実施)
・SPEAK-IPA：S.3 品質保証
・CMMI® Ver1.2：プロセスと成果物の品質保証(PPQA)
・共通フレーム2007：2.3 品質保証
・ESPR 2.0：SUP2 品質保証
７．ふり返り等で参考となる文献等
・ソフトウェア品質保証の考え方と実際：保田 勝通 日科技連出版社 1995 年
・ソフトウェア品質保証の考え方と実践：服部 克己 Unisys 技報 28(4)、 395-412、 2009-02 日
本ユニシス
・解説：アーンド・バリュー・マネジメント：冨永 章 プロジェクトマネジメント学会 2003 年
(WS-S3-2 品質保証活動実施)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
品質保証活動が実施されている。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○プロセスや開発中の作業成果物の適切な可視性を提供することで、プロセスおよび作業成
果物の品質を向上できる。
○プロセスや開発中の作業成果物が標準や手順に則っていることを、レビューや監査を通じ
て検証することで、属人性を排して、ソフトウェア品質を向上させる仕組みが構築できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○製品が、規格、顧客要件に合致しているかどうかを客観的に検証し保証する。
○プロジェクトのプロセスと活動が、規格、手順、顧客要件を守っているかどうかを客観的
に検証し保証する。
○プロジェクトの作業成果物やプロセスに関し、顧客要件に対する問題点や社内基準不適合
を特定し、記録する。
○品質保証の実行計画を順守する。
○品質保証活動の証拠を残し、それを維持する。
○品質保証活動が組織方針に基づいて実施されていることを監査する。
３．現実には実現することが難しい点
○開発側はプロフィットセンター、品質保証担当はコストセンターなので、両者の意見が対
立した場合に、品質保証が権限を行使して工程を止めたり、やり直しさせるのは実際には
難しい。上位管理者にエスカレーションする場合でも、同様に難しい。
○品質保証担当は、何年も開発現場から離れているようなケースが多く、上流工程から品質
保証レビューに参加しても、シンタックス・チェック以上の突っ込んだアドバイスはでき
ないことが多い。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○プロジェクトが第三者視点で検証されず、開発者自身では発見しにくかった欠陥を含んだ
まま出荷して、市場ではじめて客観的な視点で評価されることになる。
○市場で問題が発生したときに、確かに開発工程で品質を確保するための活動を実施した、
という証拠を提示できなくなり、法的・社会的な批判にさらされる。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○品質保証活動の中核にレビュー実施とその記録を位置づけ、プロジェクト立ち上げ時、各
工程完了時、出荷判定時など重大なイベントでは品質保証レビューを実施し、品質保証担
当による承認を経ないと次のステップへ進めない。
○品質保証レビューでは、作業成果物のレビューばかりでなく、社内プロセスや標準が順守
されていることを評価する。そのためには各プロセス実施上のチェックリスト、コーディ
ング規約、GUI ガイドラインなど、プロジェクトが順守するべき組織の規程を適用する。
○レビューの形態は、標準化している。具体的には、プロジェクトからレビュー依頼書を提
出しレビューを実施し、レビュー終了後は品質保証担当がレビュー実施報告書を作成して
レビュー内容と是正の証拠を残す。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○品質保証活動の状況を把握するために、レビュー実施回数( 予定/ 実績)、レビュー順守率、
レビューの実施工数、各レビューアーの投入工数、レビュー会議（会議形式の場合）実施工数、
各SQA レビューの判定結果、組織単位でのレビュー判定結果（同意/ 不同意）数の割合等
を計測して、組織とプロジェクトのプロセスを統計的に分析する。
○顧客の本番業務でシステムが満足に動作することを保証するために、システム運用業務
（ITIL など参照）や保守業務（共通フレーム2007 を参照）についての品質点検基準を定め、
その作業内容と開発業務・運用・保守業務間の適切な品質保証コミュニケーションを行う。
○レビュー活動記録は、社内外の監査員が定期的に監査して、監査結果を文書にまとめ上級
管理層に報告する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-S4-2( 成果物レビューとテスト)
・WS-S5-2( 妥当性確認実施)
・WS-S3-1( 品質保証計画)
・SPEAK-IPA：S.3 品質保証
・CMMI® Ver1.2：プロセスと成果物の品質保証(PPQA)
・共通フレーム2007：2.3 品質保証
・ESPR 2.0：SUP2 品質保証
７．ふり返り等で参考となる文献等
・ソフトウェア品質保証の考え方と実践：服部 克己 Unisys 技報 28(4)、 395-412、 2009-02 日
本ユニシス
・品質保証レビューにおける品質評価手法：中辻 等 UNISYS TECHNOLOGY REVIEW 第
99 号、FEB. 2009 日本ユニシス
(WS-S4-1 検証計画)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
プロジェクトで作成する作業成果物の検証に関する組織方針や基準を策定している。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○組織方針に基づき検証活動を推進することで、各プロジェクトで統一的な検証計画書がで
きる。
○レビュー方針、品質保証方針などの検証基準を明確化することで、検証活動に投入する労
力と品質レベルのバランスを取ることができる。
○ステップあたりの想定する欠陥数、実施するテストケースの件数などの検証基準が明確に
なる。
○作業成果物のタイプやライフサイクル上の役割に合った検証方法が採用できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○検証活動を推進するための組織方針を立てる。
　検証方法（検証対象、実施タイミング、体制、作業内容、作業成果物など）を、検証推進
責任者が作成し、周知する。
○要求されているすべての作業成果物に対し、検証のための基準を設定する。
○検証戦略に基づいて、検証の実行計画を立てる。
　投入できる工数、検証項目の量、テストケース、運用シナリオなどを調整し、組織に応じた、
プロジェクトに適したものにする。
３．現実には実現することが難しい点
○データが集まっていない、様々な業務特性が存在するなど、適切な基準を設定することが
難しい。
○プロジェクトの開発規模やソフトウェアの重要性（たとえば、クリティカルソフトウェア
と呼ばれる人命に関わるようなソフトウェアか否か）によって適切な検証方法や基準を決
定すべきだが、確立された決定方法がない。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○必要なタイミングで必要な検証活動が行われず、作業成果物が正しいことの保証や、早期
に欠陥を発見し改修することができない。
○検証戦略や基準がないため、「重箱の隅を突付く」ような検証や、逆に必要な検証作業を省
いてしまうなど、品質・生産性の低下を招くことになる。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
組織方針を以下のように記載する。
○検証の方法や基準は、下記のようにライフサイクルのV 字型モデルに対応させる。
・要件定義書の要件はシステムテストで、ソフトウェア設計は結合テストで検証する。
・コードレビューを実施する。
・前工程の要件が当該工程で反映されていることをレビューする。
○検証活動（レビュー、テストなど）は、適切な要員を割当て、実施し、記録を残す。
・適切な要員は、有識者、第三者、検証内容によっては利害関係者を考慮する。
○基準
・ 設計書についてデータ白書を参考にページあたりのレビュー基準（時間）を設け、結合
テスト、システムテストについて基準となるテスト密度を設けて、レビューとテストを
実施する。
・実績データが蓄積された後、それぞれの基準値を策定し、各プロジェクトにて利用する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○レビュー技術も様々な方法が提案されているので、世間で使われている技術を調査して、
プロジェクトにあったものを選べるようにする（アジャイルインスペクション、ＱＩ、リ
スクベースドレビュー等）。
○検証活動は担当者のスキルに依存するため、レビュー手法・テスト技法の習得には訓練が
必要である。活動に先立ち、使用する手法・技法のトレーニングプログラムを立ち上げる。
○設計レビューおよびテスト結果を分析し、不具合の早期抽出するための品質向上策を検討する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-S4-2( 成果物レビューとテスト)
・WS-JRev-1( 共同レビュー)
・WS-S5-1( 妥当性確認計画)
・WS-S3-1( 品質保証計画)
・WS-O16-1( 測定活動)
・SPEAK-IPA：S.4 検証
・CMMI® Ver1.2：検証
・共通フレーム2007：2.4 検証
７．ふり返り等で参考となる文献等
・ソフトウェアインスペクション：Tom Gilb、 Dorothy Graham、 伊土 誠一、富野 寿訳 構造
計画研究所 1999 年
・ピアレビュー：Karl E.Wiegers、大久保 雅一訳 日経BP ソフトプレス 2004 年
・レビュープロセスの継続的改善方式：林 章浩、片岡 信弘、木野 泰伸、津田 和彦 品質管理
学会論文誌、Vol.40、No.3、pp.71-80、 2010
(WS-S4-2 成果物レビューとテスト)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
プロジェクトで作成する作業成果物のレビューやテストを実施する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○作業成果物やサービスは、その仕様（あるいはニーズ、要求事項）や規定要求事項を適切
に反映していることを確認できる。
○ライフサイクルに適した検証の方法を採用することにより、レビューやテストなどで欠陥
の発見と是正を早期に実施し、不具合を的確に修正できるため、リリース製品の品質を高
められる。
○検証活動の結果、摘出した問題点や不適合箇所を特定し記録し分析することで、関係者が
問題の根本原因を把握し、問題解決に利用することができる。
○検証担当者の自己流の検証ではなく、組織として一貫した検証を実施できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○検証計画に基づいて、検証を行う。
○検証時に検出した不具合を特定し、記録する。
○検証活動の結果、検証基準に達していることを確認する。
○検証の結果を、関係者で共有し、活用する。
３．現実には実現することが難しい点
○検証活動は実際のプロジェクトでは状況により計画に沿って実行できない場合がある。
○検証結果は、検証担当者のスキル・経験に依存するため、バラツキが生じる。
○記録の仕方によっては、検証結果も活用に至らないことがある。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○作業成果物（設計書、ソースコードなど）の不具合、作業成果物間の不整合などの発見が遅れ、
手戻り作業の発生、進捗遅延、稼動後の障害発生など、リリース製品のＱＣＤが確保でき
ない。
○レビューやテストなどの検証結果が報告されず、重要な課題を関係者で共有できなくなる。
○開発された作業成果物について、求められている品質要件を満たしているか確信がもてな
い。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○レビュー
・最新の要件や設計書との一貫性を確認する。
・チェックリストに基づき、レビューを実施する。
・レビュー記録に対象成果物、参照文書、レビュー参加者、レビュー日時および実施時間
と指摘事項を記録する。
・コードインスペクションを計画に沿って実施する。
○テスト
・テスト仕様書に基づきテストを実施し、その結果を記録する。検出した不具合は、原因
を特定し、不具合管理票に記録する。
・不具合修正後に、回帰テストを実施する。
○レビュー密度、指摘率、テスト密度、バグ発生率を元に品質評価を行い、各種の基準値（参
考値）に達しているかを確認する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○早期の不具合予測を行うためにアジャイルインスペクションを採用する。
○重要な成果物に対しては、有識者がインスペクションまたはモデルベース検証を行う。
○品質リスク度合いによって、レビュー方法を選択する。
○ペアプログラミングにより、検証も兼ねソースコードを作成した。
○テストファーストやテスト駆動開発としてテストコードを書いてからプログラミングを行
う。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-Test-1( テスト戦略)
・WS-S4-1( 検証計画)
・WS-S3-2( 品質保証活動実施)
・SPEAK-IPA：S.4 検証
・CMMI® Ver1.2：検証
・共通フレーム2007：2.4 検証、2.6 共同レビュー
・ESPR 2.0：SUP8 共同レビュー
７．ふり返り等で参考となる文献等
・ソフトウェア・テストの技法( 第2 版)：G.J. Myers, et al. 長尾 真他訳 近代科学社 2006 年
・ソフトウェアのテスト技法：玉井 哲雄、松田 茂広、 三嶋 良武 共立出版 1988 年
・不具合の分析とフィードバックによるテストの設計：西 康晴 JaSST03 予稿集 2003 年
・ISO9126-1 およびJIS X 0129-1
(WS-S5-1 妥当性確認計画)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
妥当性確認の組織方針や基準を策定する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○開発したシステムが特定の意図された用途に合致していることを実証する計画を明確にで
きる。
○要件定義や設計など上流工程の妥当性確認は、発注するプロジェクトに対して、投資をし
てもよい、コストをかけてもよい、と判断する基準にできる。
○受入れ検査に伴う妥当性確認は、発注者が求めるIT への投資効果が得られるか否かを確
認し、効果が実現するか否かを判断できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○妥当性確認を推進するための組織方針を立てる。
　確認方法（対象、実施タイミング、体制、作業内容、作業成果物など）を、妥当性確認の
推進責任者が作成し、周知する。
○対象となる作業成果物に対し、妥当性確認のための基準を設定する。
○妥当性確認に対する組織方針に基づいて、妥当性確認の実行計画を立案する。
　投入できる工数、確認項目の量、テストケース、利用シナリオなどを調整し、組織に応じた、
プロジェクトに適したものにする。
３．現実には実現することが難しい点
○実績データが蓄積されていない、様々な利用状況や用途が存在するなど、適切な基準を設
定することが難しい。
○プロジェクトの開発規模やソフトウェアの重要性（たとえば、クリティカルソフトウェア
と呼ばれる人命に関わるようなソフトウェアか否か）によって適切な妥当性確認方法や基
準を決定すべきだが、確立された決定方法がない。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○必要なタイミングで必要な妥当性確認が行われず、成果物が顧客の利用状況に適切である
ことの保証や、早期に問題を発見し改修することができなくなる。
○妥当性確認の戦略や基準が策定されない場合、顧客の機能、非機能要求、あるいは開発側
の提案活動によって採用された要求事項に対して、思いつき、または場当たり的な確認に
終始してしまう。あるいは必要な確認作業を省いたり、プロジェクトの最後に確認が集中し、
用途に合わない・使いにくいシステムになったり、納品遅延や仕様変更の多発、顧客不満
足などを招くことになる。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
組織方針を以下のように記載する。
○妥当性確認の方法や基準には、以下の内容を含める。
・システム化によりあらかじめ特定していた課題・問題事項が解決されることを、実稼働
環境やそれに近い疑似環境で確認する。
・上流工程の早期に利用方法、画面イメージなどのユーザインターフェースを明確化し、
確認するためのプロトタイピング、顧客との共同レビュー、操作性を確認するユーザビ
リティテスト、正式リリース前のβ版公開による評価など、プロジェクト特性により適
切な手段を採用する。
○妥当性確認（レビュー、テストなど）は、適切な要員を割当て、実施し、記録を残す。
・適切な要員は、顧客、エンドユーザ、有識者、第三者などの利害関係者を考慮する。
○参考値として妥当性確認対象について、データ白書を参考にページあたりのレビュー基準
（時間）や、システムテストについて基準となるテスト密度を設けて、レビューとテストを
実施する。
・実績データが蓄積された後、それぞれの基準値を策定し、各プロジェクトにて利用する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
さらに妥当性確認の手段の選択肢として以下のようなものがある。
○顧客自らテストを実施するのが困難な場合、開発側が顧客や上級管理者の前で要求仕様書
をまとめた提案書を提示し、説明することによって代替する。その場合には、検証で用い
たテスト項目を妥当性の確認に流用するだけではなく、顧客参加の公式レビュー議事録な
どを参照して、顧客の判断基準を事前によく理解する。
○プロジェクトの早期に顧客のニーズ、期待、および制約を引き出し、分析した結果、妥当
性を確認し、顧客を含めた関係者の意思疎通を行うため、ペルソナ・シナリオ法や段階リリー
ス、アジャイル開発などの手法がある。
○システム全体の中から優先度順に部分機能を構築・リリースしながら段階的に統合して仕
上げる段階リリース方式を採用し、利用状況や用途を明確化しながら進める。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-Test-1( テスト戦略)
・WS-S4-1( 検証計画)
・WS-S5-2( 妥当性確認実施)
・WS-S3-1( 品質保証計画)
・SPEAK-IPA：S.5 妥当性確認
・CMMI® Ver1.2：妥当性確認
・共通フレーム2007：2.5 妥当性確認
７．ふり返り等で参考となる文献等
(WS-S5-2 妥当性確認実施)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
妥当性確認（顧客が本来やりたいことが実装できているかを確認すること）を実施する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○必要な妥当性確認のアクティビティが実施される。
○妥当性確認テストで出た問題が特定され、かつ記録される。
○開発されたソフトウェア作業成果物が、その意図された利用について適当であることの証
拠が提供される。
○妥当性確認の結果が、顧客およびその他の関連関係者に対して利用可能になる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○妥当性確認の実行計画に基づき、成果物または成果物構成要素の妥当性を確認する。
○妥当性確認の結果を分析する。
○妥当性確認の結果、検出した問題を特定し、記録する。検出した問題を解決する。
○妥当性確認の結果、対象成果物が意図された利用について適切である証拠を確認する。
○妥当性確認の結果を、顧客およびその他の関連関係者に対して利用可能にする。
３．現実には実現することが難しい点
○利用者と利用環境（状況）対して適切な要求仕様を明確化することが必要であるが、現実
の要求仕様書には、開発者視点の要求しか書かれていないことが多い。
○要求仕様書を根拠にして妥当性確認のテスト項目を作成しても、必要なテスト項目をすべ
て網羅することは難しい。
○妥当性確認の環境は、リリース後の製品の運用環境とは異なるため、環境との相性、運用
条件や運用シナリオなどが原因で生じる問題を予見することは難しい。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○顧客の機能要求、非機能要求、あるいは開発側の提案活動によって採用にされた要求事項が、
リリース後の実際の環境で意図したとおり運用できない。
○プロダクトを実際に利用する際、予期しない問題が生じ、実際の利用に支障を来す、ある
いは「使えない・役に立たないソフトウェア」「宝の持ち腐れ」になる。
○発注側の視点から見ると、想定していた機能や性能と異なるソフトウェア開発に対価を払っ
ていた、などの問題が起こる。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○開発プロジェクトの終結段階で成果物や構成要素の妥当性確認がNG 判定になると手遅れ
になるため、要件仕様の妥当性確認、設計の妥当性確認など、早い段階から妥当性を確認
することが重要となる。そのために、マイルストーンとなる共同レビューでは必ず顧客を
加え、画面イメージなどユーザインターフェースを定期的に確認する。
○上流工程での妥当性確認には、要求レビュー、プロトタイピング、モデルの妥当性確認、
などの手段がある。これらの実施可能性を早期に判断した上で、模擬環境、実機環境、本
番運用環境などでプロトタイピング等を行う。
○操作性を確認するユーザビリティテスト、正式リリース前のβ版公開による評価を行う。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○顧客自らテストを実施するのが困難な場合、開発側が顧客や上級管理者の前で要求仕様書
をまとめた提案書を提示し、説明することによって代替する。その場合には、検証で用い
たテスト項目を妥当性の確認に流用するだけではなく、顧客参加の公式レビュー議事録な
どを参照して、顧客の判断基準を事前によく理解する。
○プロジェクトの早期に顧客のニーズ、期待、および制約を引き出し、分析した結果、妥当
性を確認し、顧客を含めた関係者の意思疎通を行うため、ペルソナ・シナリオ法や段階リリー
ス、アジャイル開発などの手法がある。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-S5-1( 妥当性確認計画)
・WS-S3-2( 品質保証活動実施)
・SPEAK-IPA：S.5 妥当性確認
・CMMI® Ver1.2：妥当性確認
・共通フレーム2007：2.5 妥当性確認
７．ふり返り等で参考となる文献等
(WS-S8-1 問題解決管理)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
プロジェクトで起きた問題について系統的に対処する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○開発の過程で生じる様々な不具合や課題を集め、それらへの対策や解決状況を関係者間で
明確化・共有化できる。
○商品、技術、設計・開発プロセスの共通性を見える化することで、それまで個人や管理者
に埋没していた、問題の根本原因を明確にできる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○プロジェクトで問題として取り扱う対象を特定する。
○担当者は、問題の原因を分析し、分析内容を記録する。
○記録された問題を確認し、解決する担当者を割り当てる。
○分析結果を検討し、以下のように対処方法を判断する。
・変更する場合は、変更依頼を発行し、完了まで管理する。
・変更しない場合は、そのまま問題を完了する。
・プロジェクト内で解決できない場合は上位の管理層に課題を報告し、可決を依頼する。
○問題の傾向を分析し、根本原因をプロジェクトや組織内で共有する。
３．現実には実現することが難しい点
○プロジェクトで発生した課題は、大きくなってから報告される。
○発見された欠陥は修正の可否の検討なしに個人に依存して対応される。
○発見された欠陥と対応策、対応の範囲を超えて、周辺の変更を合わせて実施してしまう。
○業務範囲やセクショナリズムの壁が大きく、広く公平な視野を持てない場合、プロジェク
ト単位で解決できないような大きな問題は、論理的に正しいアプローチでも理解されない
ことがある。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○問題に対して事象を裏返したような対症療法的な解決策を選択するため、問題の明確な定
義と根本原因を除去できず同じような問題が再発する。
　（たとえば）
　「リソースが不足していた」という問題に対して「リソースを追加する」のような対策を行
い、真因が見積りの精度にあると分析しなかったため、別のプロジェクトでも同じことが
起きる。
○経験と勘に頼った問題解決を行い、後でふり返ってなぜそのような判断をしたのか、なぜ
判断を間違えたのかの理由を辿れなくなる。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○プロジェクトで発生する問題を『課題』『レビュー指摘』『テスト欠陥』に分けて管理する。
○課題管理表やレビュー記録、欠陥管理表とテンプレートを作成する。
・発見された課題、レビュー指摘、テスト欠陥は課題管理表、レビュー記録、欠陥管理表
に記録し、追跡管理する。
・ 課題はプロジェクトの進捗会議などで課題のクローズ状況や新たな課題の発生を確認する。
・発見されたレビュー指摘やテスト欠陥は直ちに修正するのではなく、原因を分析した後、
修正するかどうかは関係者と合議の上で決定する。
○記載原因、埋め込まれたプロセス、検出されたプロセスなどの傾向分析を行い、根本原因
を追究する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○ Web ツールの導入による関係者と内容の共有を図り、対応を確実にする。
○ QC ７つ道具や新QC7 つ道具を用いて傾向の分析を実施する。
○なぜなぜ分析を活用し、問題の真因を見出す。
・設計者や管理者などの視点で発見された内容（結果）とその原因、またその結果と連続
的に因果関係を洗い出し、最後には真因を見つける。場当たり的対応にならないように、
組織やプロジェクトで再発防止策をプロセスに織り込む。
　※リスク分析との棲み分けを明確にして管理にあたる。
・リスク分析は問題が実際に発生する前に、対応策（リスク軽減策）を実施して問題が発
生しないようする活動を取り扱う。リスク管理については、該当するヒントシートを参
照のこと。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-PP-03( リスク計画)
・WS-PMC-02( 課題管理)
・WS-PMC-03( リスク管理)
・SPEAK-IPA：S.8 問題解決
・CMMI® Ver1.2：プロジェクトの監視と制御(PMC)、統合プロジェクト管理(IPM)、リスク
管理(RSKM)
・共通フレーム2007：2.8 問題解決
・ESPR 2.0：SUP6 問題解決管理
７．ふり返り等で参考となる文献等
・プロセス改善ナビゲーションガイド　～ベストプラクティス編～：ソフトウェア・エンジ
ニアリング・センター
・新・管理者の判断力：C.H. ケプナー、 B.B. トリゴー、 上野 一郎訳 産能大出版
・ライト、ついてますか：ドナルド・C・ゴース、 G.M. ワインバーグ著 木村 泉訳 共立出版
(WS-PP-01 規模の見積り)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
プロジェクトの作業範囲に基づき規模を見積もっている。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○見積もった結果を提示することで、プロジェクトの規模、および工数やコストの根拠を提
供できる。
○顧客と契約する際、プロジェクトの予算、スケジュール、納期などの数値を提供できる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○見積り前提の明確化と関係者による合意
・WBS（プロジェクト全体を細かい作業に分割した構成図）を作成して、プロジェクトで
行う作業の範囲を定義する。
○合意した作業範囲を前提に見積もる。
・外部調達・再利用する成果物または成果物の構成要素を特定する。
・適切な手法を使用して、見積りに使用する成果物やタスクの属性を決定する。
・妥当性が確認されたモデルや履歴データに基づき見積もる。
○見積り結果の合意
・プロジェクト責任者の承認
・顧客を含めた関係先との合意
３．現実には実現することが難しい点
○見積り時点で、プロジェクトの開発範囲がすべて決まらない場合が多く、適切な見積りが
できない。
○プロジェクトのWBS 作成が不十分な場合、見積り作業のみによって精度を向上させるの
は難しい。
○プロジェクトのコストや期間が決められている場合、分析的な見積りプロセスを実施して
も、見積り時に先入観が入ってしまう。
○見積り時点で、仕様変更や欠陥対応など、追加作業が見積もられていないため、計画が破
綻する。
○エンジニアの「勘と経験と度胸」など、見積りの方法の暗黙知を形式知として継承するこ
とは難しい。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○見積りの根拠が不明確なため、プロジェクト管理の目標値が信頼できなくなり、納期遅れ
やコスト超過などが常態化し、顧客の信頼を失う。
○見積り結果について関係者の合意がないため、プロジェクトの目標（ターゲット）が、い
つのまにか顧客や上位管理者による役割（コミットメント）と変わってしまい、根拠がな
く無理なプロジェクト計画ができあがる。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○見積り技法、手順の確立
・ソフトウェア規模の見積りは、ソースコード、ファンクションポイント、仕様数、要求
項目数、メソッド数、クラス数などがあり、一般的にソースコード行やファンクション
ポイントを用いる。
・過去の類似プロジェクトでかかった工数などを参考に実施に必要な工数を算出する。
・要求仕様件数とプロジェクトで作成する成果物のページ数を明確にし、それを適度な粒
度に分割し、見積りの単位とする。
・見積りは、数える＞計算する＞判断する、の順に精度が上がり信頼できる。
・プロジェクトの見積りは、スキルをもった専門家に担当させる方法もある。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○見積り結果の検証をルール化
・信頼できる見積りを行うため、次の３ステップを利用する。
　ⅰ ) 何らかの見積り手法で対象システムの開発規模を見積もる。
　ⅱ ) 別の見積り手法を用いてこれを検証し、結果が大きく異なれば最初に戻ってプロジェ
クトの対象範囲などの前提条件を含めて見直す。
　ⅲ ) 結果がほぼ同じだったら、WBS により作業範囲の過不足と見積りの妥当性を裏付け
る。
○見積りタイミングによる手法の使い分け
・プロジェクトの進捗に従い、見積り精度要求も高くなるので、タイミングによって手法
を使い分ける。
・システム提案時：三点見積り法、デルファイ法、ファジー論理法、など
・システム要求分析時：ファンクションポイント法、モデル化技法、類似法、外挿法、ボ
トムアップ法
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-P31-1( 顧客ニーズ抽出)
・WS-P32-1( システム要件のまとめ)
・WS-PP-02( 計画立案)
・WS-PP-03( リスク計画)
・WS-O16-1( 測定活動)
・SPEAK-IPA：O.1.3 プロジェクト管理
・CMMI® Ver1.2：プロジェクト計画策定(PP)
・共通フレーム2007：3.1 管理
・ESPR 2.0：SUP1 プロジェクトマネジメント
７．ふり返り等で参考となる文献等
・ソフトウェア見積り：スティーブ・マコネル 日経BP ソフトプレス 2006 年
(WS-PP-02( 計画立案)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
プロジェクト実行の計画を立案している。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○プロジェクトの初期段階で、プロジェクトの実現可能性を判断する材料に利用できる。
○プロジェクトの利害関係者間で、スケジュール、マイルストーン、WBS、依存関係、予算、
資源、制約条件、成果物、リスクなどの共通理解のベースにできる。
○プロジェクトを進捗管理しコントロールするための基本計画として利用できる。
○プロジェクトの予実の差分を把握し、是正処置をとる際の基盤にできる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○各作業のWBS に基づき、プロジェクトと組織の間のインターフェース、各種管理目標と
しての基準値を明確にする（例：推進体制、QCD 目標値など）。
○作業項目単位で必要とする資源（ハードウェア、ソフトウェア、要員、スキル、期間など）
を定量化し、プロジェクトのスケジュールを作成する。
○各作業の役割分担や責任を明確にし資源を投入し、進捗管理の仕組みを構築する。
○プロジェクト計画について、利害関係者により合意する。
３．現実には実現することが難しい点
○何年も自己流で開発している場合には、「計画書など作成しても意味がない」などと考える
傾向があり、啓蒙するのが難しい。
○変更が発生する都度、毎回プロジェクト計画書を更新し、内外に周知して構成管理するのは、
煩雑であり難しい。
○作成した計画の維持管理を実施しないため、プロジェクトの実態と乖離し使われない。
・プロジェクト管理ツールは、プロジェクト計画の主要な情報を前提とするが、プロジェ
クト計画とツールの情報が乖離した場合、区別して管理するのは難しい。
・プロジェクト開始時に計画を策定するが、その後進捗管理に使用しない場合がある。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○プロジェクトの予算やスケジュールなどの管理ができない。
○問題発生時の対応策に関する承認ルールなど計画されず、組織的プロジェクト運営ができ
ない。
○プロジェクト計画をレビューしないため、組織パフォーマンスを改善し向上できない。
○プロジェクト情報の調査、実績の分析・評価を行うことが難しい。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○プロジェクト計画書の記載項目
・プロジェクト計画書には、プロジェクトで必要となる以下の項目が記述される。
　プロファイル、概要、方針、体制と役割、追跡のためのパラメータ、見積り、マスタス
ケジュール、WBS、品質計画、キャパシティとパフォーマンスの計画、構成管理計画、
コミュニケーション計画、依存関係、作業成果物一覧、リスク、要員計画、課題管理、
外部委託、重要決定事項の識別、トレーニング計画
○ EVM によるプロジェクト管理
・EVM を導入している組織では、過去の類似プロジェクトのAC(Actual Cost) を参照して、
実現可能なプロジェクト計画が作成できる。
（Tips）
・最近の政府調達案件では、WBS（ワークブレークダウン・ストラクチャ）とEVM（アー
ンドバリューマネジメント）は、プロジェクト計画の必須項目である。
・WBS は、プロジェクトのコスト計画、スケジュール計画、品質保証計画、リスク管理計
画の主要な入力情報となる。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○ PERT によるプロジェクト計画の確認
・プロジェクトのマスタスケジュールとマイルストーンを設け、WBS に基づいてクリティ
カルパスと依存関係を作成し、さらにプロジェクトのイベントなどの主要な情報を加え
て、プロジェクト全体を俯瞰するPERT（Program Evaluation and Review Technique）
図を作成する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-PP-01( 規模の見積り)
・WS-PP-03( リスク計画)
・WS-PMC-01( プロジェクト進捗管理)
・SPEAK-IPA：O.1.3 プロジェクト管理
・CMMI® Ver1.2：プロジェクト計画策定(PP)
・共通フレーム2007：3.1 管理
・ESPR 2.0：SUP1 プロジェクトマネジメント
７．ふり返り等で参考となる文献等
・絶対に遅延しないプロジェクト進捗管理：岡村 正司 日経BP 社 2010 年
・組込みソフトウェア向けプロジェクトマネジメントガイド[ 計画書編] ：ソフトウェア・エ
ンジニアリング・センター
・プロジェクトマネジメント知識体系ガイド（PMBOK® ガイド）第4 版：Project
Management Institute, Inc. 2008 年
(WS-PP-03 リスク計画)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
プロジェクトのリスクを特定し、分析し、対応策を決定する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○計画段階からリスクを特定し対策を策定しておくことで、トラブルや事故時の損失などを
回避もしくは、それらの低減を図ることができる。
○リスク予防策を実施するための予算を計上することで、リスクが健在化してもプロジェク
トが赤字にならないように費用管理できる。
○リスクを特定し文書化することで、リスクの発生状況、リスク管理の変更について、関係
者に報告することができる。
○リスクの発生に伴い、不測事態対応計画を実行することができる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○リスク管理を行うためのガイドラインを示したリスク管理方針を定義する。
○リスク管理の責任を負うリスク管理者を割り当てる。
○各リスクの発生確率および影響度を見積もる。
○各リスクのしきい値を評価し、設定する。
○リスク監視のタイミングとトリガーポイントを設定する。
○リスク対応の優先度を決め資源を投入する。
○各リスクに対して受容、軽減、転嫁、回避など対応を決定する。
○リスクが発生した際の具体的な対応策とその有効性を定義する。
○リスク対応計画書として文書化する。
３．現実には実現することが難しい点
○リスクが顕在化しない場合には、リスク対策の策定に費やした工数は無駄になるので、十
分な時間を投入してリスク管理をするのは難しい。
○経験のないプロジェクトマネージャは、リスクが現実のものになるとは思わず、現実味あ
る対応ができない。
○個々のエンジニアが抱え込んだリスクは暗黙知なので、洗い出すのは難しい。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○リスクが顕在化した場合の適切な対策やプロジェクトに与える影響度を予測できず、事故・
災害時の不測事態対応計画を立てることができない。
○社員にリスク管理に関する意識が浸透せず、リスク管理の手法やスキルが蓄積されない。
○インシデントや事故が起きた際、自己流の思い付き的な危機対応、責任転嫁、影響を見ぬ
振りをするなど、リスクに対する危機管理ができない。
○リスクを受容する場合でも、関係者が明確に把握できない。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○組織レベルに応じたリスク管理
・リスクは、組織レベル、プロジェクトレベル、個人レベルに区別し、共通のリスクは、
標準リスク管理テンプレートを作成して、発生確率、影響、トリガーポイント、監視の
タイミング、対策などを予め検討しておく。
・組織レベルのリスクは、PMO が識別・評価し、金額や日程に換算して契約内容に反映さ
せるとよい。設計書やプログラムのバックアップ、機密情報漏えいを防ぐための対策も
組織のリスクである。
・プロジェクト計画書にはプロジェクト固有のリスクを特定して記載し、リスクごとの単
票を作成するなどして、公式レビュー時に関係者間でリスク対応の役割と責任について
合意する。
・個人レベルのリスクは列挙しにくく、担当者任せにすると、本来リスクとして記入すべ
き事象が欠落する危険があるので、気になったことをすべて挙げさせて、リーダやチー
ムメンバが内容を検討して対処する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○技法を用いたリスク管理
・プロジェクトの工程上のリスクは、クリティカルパスを探索し、すべてのタスクが最も
早く着手できるスケジュール、遅くとも終わらなくてはならないスケジュールなどを特
定し、納期へ影響する要素を特定する（クリティカルパス分析）。
・リスクの識別には、ブレーンストーミング、デルファイ法、インタビュー法、QC 手法、
SWOT 分析、などを用いる。
・リスク分析には、シナリオ分析、デシジョンツリー分析、モデル、シミュレーションな
どを用いる。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-PP-01( 規模の見積り)
・WS-PP-02( 計画立案)
・WS-PMC-03( リスク管理)
・SPEAK-IPA：O.1.3 プロジェクト管理
・CMMI® Ver1.2：プロジェクト計画策定(PP)
・共通フレーム2007：3.1 管理
・ESPR 2.0：SUP1 プロジェクトマネジメント
７．ふり返り等で参考となる文献等
・プロジェクト・リスクマネジメント：ポール・S. ロイヤー、 峯本 展夫訳 生産性出版 2002 年
・プロジェクトマネジメント「リスク」と「人材」の管理が成功への道、情報システム開発
・プロジェクトにひそむ３４のリスク：玉置 亮太、鶴岡 弘之、特集実践 日経ＩＴプロフェッ
ショナル ２００３年８月号 PP.2
(WS-PMC-01 プロジェクト進捗管理)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
プロジェクトの進捗を確認する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○プロジェクトの進捗を確認することで、プロジェクトが全体のどの程度まで進んでいるか
を把握し、このまま進めば納期に間に合うのか、間に合わない場合にはどの程度遅れるか
が予測できる。
○プロジェクトの進捗率を測定することで、実績が計画から著しく乖離する前に予防的な措
置を取れる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○プロジェクトの進捗を監視し、進捗会議で関係者に報告すると共に、顧客やプロジェクト
承認者への報告を行う。
○進捗会議ではスケジュールに加えて、作業工数、コスト、規模、トレーニング状況、情報
保護関係者の関与状況についても報告する。
○進捗管理の報告は、前回の報告以降に測定したマイルストーン、活動、作業成果物、EVM
のパラメータ、リスク・課題、資源、プロジェクトメンバのスキル、変更に関する追加情
報が含まれる。
○スケジュールや作業工数の進捗報告は週一回、その他は少なくとも月一回で開催する。
３．現実には実現することが難しい点
○定例の進捗会議を週一回行う場合、作業の遅れを関係者が認識するのに一週間近く遅れる
こともある。一方、毎朝の会議など、あまり頻繁に定例会議を開催すると実際の作業時間
がなくなり、進捗に悪い影響を及ぼすので、バランスをとるのが難しい。
○見積りのパラメータと進捗管理のパラメータを一致させるのは難しい。たとえば、規模の
見積りにファンクションポイント（FP) を用いた場合でも、FP で進捗を報告するのは現実
的ではない。多くは「このタスクは３日遅れ」などと、見積りとは異なる尺度を用いて進捗（ス
ケジュール）管理をしている。
○進捗率が計画値を下回ったことで分かるのは進捗を遅らせる問題が発生したことであり、
問題を予防できるわけではない。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○早めに対処すれば防止できるプロジェクトの問題にもかかわらず、その問題を放置するこ
とで、開発現場が混乱して制御ができなくなり納期遅延を起こす。
○進捗を実際に監視していない場合、あるタスクが「90％終わっています」と報告した後、
2 週間経って進捗が無いにもかかわらず、それでも上位管理者には「進捗は順調です」と
報告するような状況になる。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○進捗管理は、クリティカルパスを意識して、タスクの遅延がプロジェクト全体に及ぼす影
響を考えて実施する。その際、リスク管理の視点から進捗率と生産性（標準の生産性では
なく現実の作業のトレンド）を考えて管理することが重要である。
○プロジェクトメンバのスキルが高くない場合、プロジェクトの進捗状況を正しく測定でき
ず、問題への対応が後手になる。このような事態を回避するために、WBS のタスクは５人
日以下に細分化し、タスクごとに担当者を割り当て、タスクの進捗率の測定方法をプロジェ
クトで統一する。
（たとえば）
着手20% コーディング完了50％、単体テスト完了80％、 最終レビュー終了100％
○「若干遅れていますが、十分リカバリ可能です」など、実績工数がない進捗報告をされた
場合には、実際の現場を監察する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○進捗確認の際には、実績工数も記入できるWBS を作成し、常に正しい情報を用いて進捗
を判断する。EVM を導入しているプロジェクトでは、進捗会議に合わせてEV、AC を入
力してSPI、CPI を計算し、しきい値管理すると「見える化」「測れる化」による進捗管理
が可能である。
○プロジェクト管理ツールを使うなどして、リアルタイムに進捗状況を共有（見える化）す
ることで、報告の手間が省け、次の進捗確認までに問題が更に拡大するのを防ぐことが可
能である。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-PMC-02( 課題管理)
・WS-PMC-03( リスク管理)
・WS-O16-1( 測定活動)
・SPEAK-IPA：O.1.3 プロジェクト管理
・CMMI® Ver1.2：プロジェクトの監視と制御
・共通フレーム2007：3.1 管理
・ESPR 2.0：SUP1 プロジェクトマネジメント
７．ふり返り等で参考となる文献等
・絶対に遅延しないプロジェクト進捗管理：岡村 正司 日経BP 社 2010 年
(WS-PMC-02 課題管理)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
プロジェクトで起こった問題の是正処置を行う。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○目標が達成されてないときに、計画からの差異を是正し、プロジェクトで識別された問題
の再発を防止する行動が取ることができる。
○発生した問題を是正することにより、プロジェクトをもともとの計画どおりに進めること
ができる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○プロジェクト計画書で計画した進捗パラメータの計画と実績の乖離を把握する。
○乖離の大きさを分析して、是正処置の必要性を判断する。
○特定された課題に取り組むために必要な是正処置を意思決定する。
○実施した是正処置の状況を利害関係者と共にレビューする。
○コミットメント（主に、コストと納期）の変更を協議する。
○是正処置を終結まで管理し、その有効性を判断する。
３．現実には実現することが難しい点
○小規模プロジェクトを経験的なプロジェクト管理だけで乗り切ってきたプロジェクト管理
者に対して、プロジェクト運営の概念を変えるのは難しい。
○あまり厳密ではないプロジェクト管理の場合、作業成果物を軸としたWBS ではなく、所
有物が担当者に所属する形になることが多く、成果物やWBS が見えない。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○プロジェクト計画書と現実の乖離がますます大きくなり、顧客ニーズ、要件、計画に対し
てまるで違った結果になる。
○若いプロジェクトメンバが、PDCA によるプロジェクト管理の技法を習得せず、場当たり
的なプロジェクト管理をする悪い習慣を身にまとう。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
ガントチャートを用いた進捗管理のソリューション
○タスク依存関係を考慮してマスタースケジュールを作成し、日程表上にガントチャートを
作成する。
○進捗会議やマイルストーンごとにガントチャートに縦線を入れ、タスクの進捗具合に合わ
せて稲妻曲線を入れて、各タスクの進捗度合いを把握（「このタスクは４日遅れ」など）する。
○プロジェクトや組織の経験則で、挽回可能な日数の「しきい値」を決めて、この値を超え
た場合には、是正処置を発動する。
○対応策としては、軽い順に、以下のようになる。
・ プロジェクトの範囲内での対応（時間外勤務など）→社内での対応（増員、交代、予算追加、
火消しなど）→顧客と交渉（優先順位の変更、仕様変更、納期延期など）→サービスイ
ンの遅延→プロジェクト中止
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
EVM を用いた成果物の作成工数をベースラインとするソリューション
○作成する成果物単位ごとに作成工数を見積り、出来高の計画値（PV）を決定し、WBS を
作成する。
○ WBS をベースラインとして利用し、タスクの進捗があるたびにベースラインの出来高
（EV）とコスト実績値（AV）を入力して、実績WBS を作成する。
○進捗確認時点（週一が望ましい）で計画値と実績の乖離を把握するため、スケジュール差
異（SV）、スケジュール効率指数SPI、コスト効率指数（CPI）を把握する。
○ SV がマイナス、SPI、CPI 両方の数値が悪化、BAC に対してEAC が増加傾向、などの
場合には、乖離が発生していると判断する。
○問題、原因、解決策の立案（あるいは用意してあったプランを提示）
○先を予測して意思決定を行い、是正処置を履行する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-S8-1( 問題解決管理)
・WS-PMC-01( プロジェクト進捗管理)
・WS-PMC-03( リスク管理)
・SPEAK-IPA：O.1.3 プロジェクト管理
・CMMI® Ver1.2：プロジェクトの監視と制御
・共通フレーム2007：3.1 管理
・ESPR 2.0：SUP1 プロジェクトマネジメント
７．ふり返り等で参考となる文献等
・絶対に遅延しないプロジェクト進捗管理：岡村 正司 日経BP 社 2010 年
・解説：アーンド・バリュー・マネジメント：冨永 章 プロジェクトマネジメント学会 2003 年
(WS-PMC-03 リスク管理)
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
リスクの状況を監視し、軽減策を実行する。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○プロジェクトが合意した責任範囲、品質目標、スケジュール、コスト目標を達成できない
等の、プロジェクトに影響を与える潜在的なリスク要因を特定し、取り除くことができる。
○リスクの顕在化が不可避な場合にも、あらかじめ用意しておいたリスク対応策を履行する
ことにより、速やかにリスクに対処できる。
○プロジェクト計画時にリスクを特定する習慣をつけることで、プロジェクトでの課題を明
確にして、プロジェクト計画の策定に役立てることができる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○リスク管理計画の策定
○リスクの出所と区分を決定して、リスクパラメータを定義
○リスクを特定して、定性的・定量的なリスク分析
○リスクを分類し、優先付け
○リスク対応計画の作成
○リスクの監視して、リスク対応計画を履行
○リスクのクローズ
３．現実には実現することが難しい点
○リスク管理は失敗プロジェクトをなくすために実施される。しかしながら統計的に成功プ
ロジェクトは30％に満たないといわれるように、リスク管理を実施しても失敗プロジェク
トを撲滅することは難しい。
○ IT 開発の共通のリスクなどの研究は進んでいるので、利用すると役に立つ。しかし、未
知のものを含めて、すべてのリスクを予測し特定することは難しい。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○リスクを見落とし、手当てが遅れてトラブルが拡大し、経営的に大きな影響を与える。
○あらかじめ準備しておけば、かえってプラスになったかもしれない良いリスクを見逃し、
機会損失を被る。
○リスクのプラス面とマイナス面を理解することで、かえって不要なことをしなければよ
かった、というようなリスクを回避できる。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
プロジェクトレベルのリスク管理ソリューション
○プロジェクトが発足したら、リスク評価シートを準備して、リスク項目ごとにプロジェク
トに影響を与える度合いを「高」「中」「低」で評価し、「中」以上のものに項番を付け、リ
スク内容を具体的に記述する。
○明確化した各リスクに対し、リスクの発生確率と発生した場合の影響の大きさから優先度
を決定し、リスクのしきい値、監視のタイミング、リスクのトリガー、および管理担当者
を選定する。
○リスクの対応戦略として、悪いリスクに対しては、回避、軽減、転嫁の対応策を選択し、
良いリスクに対しては活用、共有、強化の対応策を選定する。
○プロジェクトの進行に従って、進捗会議、工程管理、公式レビューなどで陽にリスクを監
視し、リスクがしきい値を超えた場合には、リスク対応策を履行する。
○リスクへの対応が完了した、または環境変化でリスクが消滅もしくは軽減された場合にク
ローズする。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
組織レベルのリスク管理ソリューション　～火の見櫓編～
○組織傘下のプロジェクトのリスク発生を定点観測する「火の見櫓」を設置する。
○傘下プロジェクトが発足する際にプロジェクト計画書を受け取り、それぞれのプロジェク
トのリスクについて合意して、トリガーやしきい値を確認する。
○「火の見櫓」は、プロジェクトの進行に従い、プロジェクト計画書のPERT 図やマスター
スケジュールからクリティカルパスに影響するポイントを特定して、リスクを監視する。
○プロジェクトの進捗状況としきい値の合計が基準値を超えた場合に、「煙が出た」、「火がつ
いた」とみなして、「火の見櫓」が「火消し隊」を投入して「消化」にあたる。
○特に、「火の見櫓」がプロジェクトの報告よりも先にリスクの顕在化を検知したケースは、
必ずLessons Learned として共有し、プロジェクトのしきい値の適正化を検討する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-PP-03( リスク計画)
・WS-PMC-01( プロジェクト進捗管理)
・WS-PMC-02( 課題管理)
・SPEAK-IPA：O.1.3 プロジェクト管理
・CMMI® Ver1.2：プロジェクトの監視と制御
・共通フレーム2007：3.1 管理
・ESPR 2.0：SUP1 プロジェクトマネジメント
７．ふり返り等で参考となる文献等
・プロジェクトマネジメント知識体系ガイド（PMBOK® ガイド）第4 版：Project
Management Institute, Inc. 2008 年
・NTT ソフトウェアにおけるプロセス改善活動事例：亀田 康雄 SPES2004 2004 年
(WS-O16-1 測定活動)　
１．目的と成果目標
(1) 取り上げた業務（プロセス）の目的
測定活動が実施されている。
(2) これを首尾よく達成すると何が実現できるか（めざす成果目標）
○測定と分析のためのメトリクスを示すことで、改善状況を客観的に捉え、プロセスの改善
結果を定量的に測定できる。
※メトリクスの例：インスペクション実施率、規模当たり欠陥件数、工数当たり欠陥検出率、
テスト欠陥検出率、テスト工数当たり欠陥検出率など
○「現状よりも大変な作業はしたくない」「何が良くなるのか実感できない」といった開発現
場でありがちな雰囲気に対して、良くなっていることを実感させ、改善活動を奨励づけら
れる。
○プロセスの問題分析や解決、改善を実施するために必要な測定データの収集と分析の方法
を明確にできる。
２． この業務（プロセス）を実現するために必要な実施事項（典型的な活動）
○プロジェクトで使用するメトリクスを組織的に確認する。
○上級管理者等の情報ニーズから導き出した測定目標を確立する。
○測定目標を基に、目標に対しての達成状況が判断できるメトリクスを確定する。
○測定に必要となる活動を特定し実施する。
○測定したデータを収集、格納、分析する。
○分析結果を評価し、意思決定に用いる。
○手順に従い、各関係者に測定と分析の結果を報告する。
３．現実には実現することが難しい点
○プロジェクトの効率だけを優先したデータを測定するのは、組織全体の観点から望ましく
ない。
○測定・分析には、数える、測る、などの人手による活動が不可避であり、ツールなどを活
用しても自動化することは難しい。
○短期プロジェクトでは、データの測定は行えても、その結果を収集・分析し、次回のプロジェ
クトへ反映させるのは工数的に難しい。
４． この業務（プロセス）をうまく実施しなかった場合、起こるだろう問題
○測定できないものは、制御できない。
○改善効果を見える化できないと、「また作業が増えた」「何が良くなるの」といった現場の
やらされ感が残る。改善効果を具体的に報告もできない。
○上位層が現状の改善目標や改善状況を客観的に把握できない。
５．１　ソリューション例（ 取り組みやすい例）
○測定の基本
・プロジェクト計画書に、測定の責任者の割当て、測定計画（目的、メトリクスの定義、
実施方法など）を記載する。
・測定実施し、プロジェクト完了報告書に測定したメトリクス、分析結果を残す。
○ CMMI® 流の測定分析
・組織の情報ニーズ一覧を基に測定計画を作成し、プロジェクト責任者がレビュー・承認
する。
　（期間・工数・コスト・開発規模に関する情報、インスペクション、ピアレビュー情報、
欠陥情報など）
・情報ニーズを特定し、目的を明確にすることで、必要なメトリクスを識別できる。
・プロジェクトの進行と測定計画に従ってメトリクスを測定し、結果を記録・格納する。
組織ごと、プロジェクトごとに、しきい値やUCL/LCL などを定め、測定したメトリク
スの値が目標値から大きく乖離している場合には、その原因を分析する。
・測定計画にしたがって、利害関係者に測定記録や分析結果を報告する。
・プロジェクト完了時にプロジェクト完了報告書の一部として測定実績を作成し、プロジェ
クト責任者がレビュー・承認し、組織の測定リポジトリに蓄積し、組織的な分析に利用
する。
５．２　ソリューション例（ 深く取り組む例）
○ GQM 手法
・目的の設定：何がしたいのか、何のためにデータを収集するのか目的を明確化し、次に
プロセス視点で各プロセスにて何を行えば改善になるかをゴールとして設定する。
・質問の設定：そのゴールは何を以って定量的に測定し判断できるのかを質問する。
・メトリクスの設定：観測するべきメトリクスを設定( 選定) する。
・メトリクス検証：プロジェクト期間を通じて、設定した各メトリクスを測定し、正しくゴー
ルを導き出すかを検証する。
６． 関連する他の改善検討ワークシート、参考プロセス項目
・WS-S4-1( 検証計画)
・WS-PP-01( 規模の見積り)
・WS-PMC-01( プロジェクト進捗管理)
・SPEAK-IPA：O.1.6 測定
・CMMI® Ver1.2：測定と分析(MA)
・共通フレーム2007：3.1 管理
・ESPR 2.0：SUP1 プロジェクトマネジメント
７．ふり返り等で参考となる文献等
・21 世紀へのソフトウェア品質保証技術：菅野 文友、吉澤 正 監修 日科技連ソフトウェア
品質管理研究会編、日科技連 1994
